財団法人下関市公営施設管理公社

改　革　プ　ラ　ン

平成２５年２月

下　関　市

＜目　次＞　　　　　　　　　　　　　　頁
１．改革プランの目的等について　　・・・・・・・・・・・・・・・・　５
１）改革プランの目的　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　５
２）管理公社による抜本的な改革の目的　　・・・・・・・・・・・・　５
　　　①　公益性の向上と市民サービスの向上

　　　②　競争力の向上による経営基盤の安定化

３）下関市による指導監督と管理公社の抜本的な改革について　　・・　５
２．管理公社の現状分析　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６
１）設立目的　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６
２）組織の現況　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６
①　役員の任命

　　　②　役員構成

　　　③　本社機能

　　　④　事業所及び職員配置
３）事業内容　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７
　　　①　指定管理者事業

　　　②　受託事業

　　　③　山口県駐車場事業

　　　④　売店事業

４）職員・嘱託の配置と事業収入の推移　　・・・・・・・・・・・・　９
　　　①　役員、職員、嘱託数の推移について
　　　②　下関市に係る事業数の推移について

　　　③　事業収入の推移について
　　　④　市への返還金の推移について
５）管理公社を取り巻く経営環境　　・・・・・・・・・・・・・・　１３
６）給与について　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１３
　　　①　職員の給料
　　　②　人件費節減のための取組み

　　　③　職員給与及び常勤役員報酬等の支給状況
７）財務分析・事業分析　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１４
　　　①　財務調査　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１４
　　　②　事業調査　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３０
　　　③　ケース別シミュレーション　　　・・・・・・・・・・・・　３０
８）管理公社の事業規模、資金、資産、経営状況　　・・・・・・・　３２
９）管理公社の課題・問題点　　・・・・・・・・・・・・・・・・　３２
　　①　管理公社の設立の経緯、役員の任命、下関市との密接な関係

　　②　これまでに実施した改革の内容とその効果

　　③　経営の面

　　④　組織、人事管理の面

　　⑤　現場力の強化の面

　　⑥　企画開発力・営業力の面

　　⑦　財務の面

　　⑧　経営合理化の面

３．抜本的処理策の検討　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３９
１）事業そのものの検討　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　４０
　　　①　事業そのものの意義
　　　②　採算性

　　　③　事業についての判断

２）管理公社の経営分析　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　４０
（１）管理公社の現状分析　　・・・・・・・・・・・・・・・・・　４０
（２）経営困難化の原因　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　４０
（３）経営責任の検討　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　４２
　　①　善管注意義務違反の検討

　　②　忠実義務違反の検討

　　③　不法行為責任等に係る損害賠償請求の検討

（４）管理公社の存続意義の検討　　・・・・・・・・・・・・・・　４３
　　①　管理公社に期待されていた役割

　　②　管理公社自体の存在意義

（５）管理公社の採算性の検討　　・・・・・・・・・・・・・・・　４５
　　①　採算性の検討

　　②　内部留保の状況

　　③　退職給付引当金

　　④　収支の状況

（６）将来の経済環境、下関市の財政環境の予測等　　・・・・・・　４８
　　①　下関市の平成24年度予算（概括）について
　　　②　財政健全化プロジェクト（Ⅰ期計画）について

（７）管理公社の５つの選択肢（何がベストか）についての検討・・　５１
　　　①　「抜本的な改革を行わずに計画的に解散・清算する（＝計画的解散案）」の検討　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　５１
　　　②　「抜本的な改革を行わずに民間事業者との競争に臨む（＝改革なしで存続案）」の検討　　　・・・・・・・・・・・・・・・ 　５４
　　　③　「期限を切って総務省の通知に沿った抜本的な改革を行い、民間事業者との競争に臨む（＝総務省通知に沿った抜本的な改革案）」の検討　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　５７

　　　④　「管理公社が独自に抜本的な改革を行う（＝管理公社独自の改革案）」の検討　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６４
　　　⑤　「管理公社が施設運営の専門企業とJV等で連携し、経営や管理運営のノウハウ等を得て改革する（＝民間企業との連携案）」の検討

　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６６
（８）費用対効果を踏まえ、再生が最善であることの理由　　・・・　６９
４．管理公社による抜本的な改革　　・・・・・・・・・・・・・・・　７０
１）抜本的な改革の期限　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７０
２）平成26年度末までに達成すべき目標　 ・・・・・・・・・・・　７１
①　公益性の向上と市民サービスの向上　　　　
②　競争力の向上による経営基盤の安定化　　　　
③　改革への意識改革と行動改革　　　　　

④　事業の専門化、効率化と現場力の強化

⑤　経営体制の強化

３）改革実施計画の策定　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７３
４）事業、財務等に関するシミュレーションの実施等　　・・・・・　７３
５）具体的な方策・見直し内容の例示　・・・・・・・・・・・・・　７３
　　①　収入の増加

　　②　費用の削減

　　③　経営力の強化

　　④　営業力の強化

　　⑤　市民・利用者への対応

　　⑥　新規事業開発等
　　⑦　人事・労務の改革
　　⑧　内部留保の蓄積

６）改革のスケジュール（案）　　・・・・・・・・・・・・・・・　７７
５．下関市による公的支援のあり方　　・・・・・・・・・・・・・・　７７
１）公的支援の考え方　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７７
２）下関市の公的支援等　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７７
　　　①　下関市の公的支援等
　　　②　公的支援等の期間について

　　　③　公的支援の具体策
６．下関市による管理公社への指導監督等　　・・・・・・・・・・・　７９
１）経営状況等の把握、監査、定期点検　　・・・・・・・・・・・　７９
　　①　経営検討委員会によるモニタリング

　　②　総務部総務課によるモニタリング

　　③　監査等の活用

　　④　管理公社による自己点検

２）議会への説明と住民への情報公開　　・・・・・・・・・・・・　８０
　　①　議会への説明

　　②　市民への情報公開

　　③　管理公社による情報公開

３）経営責任の明確化と運営体制　　・・・・・・・・・・・・・・　８０
　　①　経営者の職務権限と責任

　　②　経営者の責任追及に対する認識

　　③　役職員の選任

　　④　市職員の派遣

　　⑤　不断の見直し

参考資料
１．経営分析報告書　あずさ監査法人　

２．総務省の通知「第三セクター等の抜本的改革の推進等について」
（平成２１年６月２３日付総財公第９５号）　

財団法人下関市公営施設管理公社　改革プラン

１．改革プランの目的等について
１）改革プランの目的

　　　　下関市は、下関市公営施設管理公社経営検討委員会（以下「経営検討委員会」という。）からの答申を基に、財団法人下関市公営施設管理公社（以下「管理公社」という。）の抜本的な改革を推進するとともに、適切に指導監督及び支援を行うために、この改革プランを策定する。

２）管理公社による抜本的な改革の目的
　　　①公益性の向上と市民サービスの向上
（より良いサービスを、より安く、より多くの人に。）
管理公社の設立目的に定める「市民の福利厚生の向上に寄与する」組織として存続するため、また、管理公社自身の存続意義を高めるため、公益性を向上させるとともに、公の施設の管理運営の専門性・ノウハウを組織的に高め、市民サービスを向上させること。
　　　
②競争力の向上と経営基盤の安定化

　　　　　公益性の向上と市民サービスの向上を実現するため、管理公社の経営基盤を安定させ、民間事業者との競争に勝てる体制を作ること。

３）下関市による指導監督と管理公社の抜本的な改革について
「第三セクター等の抜本的改革の推進等について」（平成21年6月23日付総務省自治財政局長通知。詳細は別添を参照。以下、「総務省の通知」という。）では、第三セクター等を対象として、必要な評価検討を行い、存廃を含めた抜本的な改革を集中的に行うべきであるとされている。また、その検討結果を踏まえ、引き続き存続することとした第三セクター等については、改革プランを策定し適切に指導監督等を行うことが適当であるとされている。
下関市は、管理公社の抜本的な改革を推進し、管理公社への適切な指導監督等を行うためにこの改革プランを管理公社に示す。管理公社においては、この改革プランを基に改革実施計画を策定し、下関市の指導監督等の下に自らが抜本的な改革を早急かつ確実に実施するものとする。
２．管理公社の現状分析
１）設立目的
管理公社は、昭和44年4月26日に、「下関市と密接な連携を保ち、下関市が設置する施設の管理運営について下関市からの委託を受け、効率的に施設の設置目的等を達成することにより、市民の福利厚生の向上に寄与すること」を目的に、下関市からの出えん金を基にして設立された。
２）組織の現況
①役員の任命

管理公社の役員（理事及び監事）は下関市長が任命する（寄付行為第14条）。
　　　　※平成25年4月に一般財団法人への移行後は、役員は管理公社の評議員会により選任される予定である。
②役員構成
常勤理事　　2名（理事長、専務理事各1名。理事長及び専務理事は理事による互選。）

　　　非常勤理事　6名（市総務部長、市財政部長、市環境部長、

　　　　　　　　　　　　市観光交流部長、市産業経済部長、市教育部長）

　　　監事　　　　2名（市議会事務局長、市会計管理者）
　　　　　※平成24年10月1日現在

※非常勤理事及び監事は無報酬。
　　　　　※一般財団移行後、下関市職員は理事6名の内2名以内となる予定。　　　　　
③本社機能

　ア）役職員及び予算
　　　　　　　常勤役員：理事長1名、専務理事1名
　　　　　　　職員　　：5名
　　　　　　　平成24年度予算額：32,677千円

　　　　イ）主な業務

　　　・下関市及び関係機関との連絡調整
・各事業所の指導及び連絡調整
・予算・決算関係事務
・職員の人事、給与及び福利厚生に関する事務
・全事業所に係る契約事務及び出納事務
・職員研修の実施、責任者会議の開催
　　　④事業所及び職員配置
　　　　　指定管理者事業（10事業所）、受託事業（5事業所）、山口県駐車場事業、売店事業を実施しており、職員54名、嘱託職員28名及び日々雇用職員（アルバイト）にて業務を実施している。（平成24年10月1日時点）
３）事業内容
①指定管理者事業：10事業
下関市から指定管理者の指定を受けた公の施設の管理運営を実施している。　　　　　　　　　　　　　　　（平成24年10月1日時点）
	NO.
	施　設　名
	平成24年度　指定管理料等（千円）※
	職　員
配置数（人）
	所　管　課
	指定期間
	公募・

非公募の状況
	次期選定

年　　度

	１
	勤労青少年ホーム
	21,847
	職員３
	商工振興課
	５年間
	公募1者
	平成27年度

	２
	長府体育館・長府運動場
	18,328
	職員３
	スポーツ振興課
	５年間
	公募2者
	平成27年度

	３
	市民プール・長府扇町運動場
	37,878
	職員１嘱託１
	スポーツ振興課
	５年間
	公募2者
	平成27年度

	４
	彦島体育館・彦島庭球場・彦島地区公園多目的広場
	21,217
	職員３
	スポーツ振興課
	５年間
	公募2者
	平成27年度

	５
	勤労者総合福祉センター（アクティブセンター）
	23,987
	職員２嘱託２
	商工振興課
	５年間
	公募1者
	平成27年度

	６
	長府庭園
	35,522
	職員３
	観光施設課
	５年間
	公募2者
	平成27年度

	７
	ふれあい健康ランド　（ヘルシーランド下関）
	110,098
	職員９嘱託３
日々雇用
	観光施設課
	４年間
	公募4者
	平成27年度

	８
	長府毛利邸
	25,342
	職員３嘱託１
	観光施設課
	５年間
	公募1者
	平成27年度

	９
	菊川温泉プール
（（財）菊川建設労働者福祉センターとの共同事業体）
	11,408
	職員１嘱託１
日々雇用
	菊川総合支所
地域政策課
	１年間
	非公募
	平成24年度

(選定終了)

	10
	満珠荘
	利用料金制
※
	職員６嘱託２
日々雇用
	いきいき支援課
	５年間＋

３６日間
	公募1者
	平成28年度

	合　計
	指定管理料等
	305,627
	職員34
嘱託10
	

	
	利用料金等
	90,508
	
	


※「平成24年度指定管理料等」は、平成24年度指定管理料から平成24年度本社予算額を差し引いた金額としている。
※上記NO.10の満珠荘については、平成24年度の指定管理料は0円（平成25年度～28年度については、4年間で総額500万円の指定管理料を受ける予定となっている。）で、宿泊料、入浴料、食事料などの収入を指定管理者の収入としてその費用で運営する利用料金制を採用している。平成24年度の利用料金等の見込額は90,508千円の収入を見込んでいる。

※平成25年度から、新たに下関市陸上競技場等（8施設）について指定管理者の指定（3年間）を受ける予定。また、菊川温泉プールについては、サングリーン菊川と一緒に指定管理者の指定（5年間）を受ける予定。

②受託事業　　：5事業
下関市から委託を受けた業務を実施している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成24年10月1日時点）
	NO.
	施　設　名
	平成24年度
委託料（千円）
	職員配置数（人）
	所管課

	１
	火の山地区観光施設（火の山ロープウエイ、パークウェイ、立体駐車場）
	17,778
	職員３、嘱託１、
日々雇用
	観光施設課

	２
	唐戸市場駐車場
	26,444
	職員４、
日々雇用
	市場管理課

	３
	美術館
	19,451
	職員４、嘱託１
	教育委員会美術館

	４
	粗大ごみ等受付センター
	44,912
	職員６、嘱託５
	クリーン推進課

	５
	スポーツセンター
（下関市陸上競技場を含まない７施設）
	26,985
	職員１、嘱託９
	スポーツ振興課

	合　計
	135,570
	職員：１８人
嘱託：１６人
	


※「平成24年度委託料」は、平成24年度委託料から平成24年度本社予算額を差し引いた金額としている。

※上記NO.5のスポーツセンターについては、平成25年度から下関陸上競技場を含めた8施設を一括として、指定管理者の指定（3年間）を受ける。
③山口県駐車場事業　：1事業
　　　　　山口県が所有する駐車場用地で駐車場の管理業務を受託している。
　　　　　（関彦橋駐車場、筋川駐車場、迫町駐車場）
　　　　　嘱託：1名（本社にて使用料徴収関係事務などを実施）
　　　　　平成24年度予算額：6,026千円
④売店事業　　：1事業
　　　　　下関市の施設において、独立採算で売店事業を実施している。
売店事業の主な実施施設

長府庭園、ふれあい健康ランド、菊川温泉プール
職員：2名、嘱託：1名
平成24年度予算額：14,044千円

　　　　　なお、売店事業については、上記の3箇所で売店の運営を実施しているが、いずれも指定管理者事業を実施している施設においての売店運営であるため、次の表及び10ページの(1)～（3）のグラフでは職員・嘱託の人数は指定管理者事業に含めて計上している。

４）職員・嘱託の配置と事業収入の推移（平成17年度～平成24年度）
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本社役員 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

本社職員・嘱託 11 11 13 13 11 11 10 10 10 10 9 2 11 7 7 6 6

1

海峡ビューしものせき 7 6 13 8 6 14 8 6 14 8 6 14 8 7 15 7 8 15

2

勤労青少年ホーム 3 1 4 3 1 4 4 4 4 4 4 4 3 1 4 4 4 3 1 4

3

森の家下関・深坂自然の森

4 4 4 1 5 5 5 5 5 5 5 5 5

4

長府体育館・長府運動場 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

5

市民プール・扇町運動場 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 2 2 2 1 1 2

6

彦島体育館・彦島庭球場等

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

7

下関球場等 5 5 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6

8

勤労者総合福祉センター 4 4 4 4 4 4 3 1 4 3 1 4 3 1 4 3 1 4 3 1 4

9

長府庭園 4 1 5 4 1 5 5 5 4 1 5 4 1 5 3 2 5 4 1 5 4 1 5

10

ふれあい健康ランド 14 1 15 15 1 16 12 1 13 11 11 11 1 12 12 1 13 10 1 11 9 2 11

11

長府毛利邸 4 4 4 4 4 4 3 1 4 3 1 4 3 3 4 1 5 3 1 4

12

満珠荘 10 10 11 11 5 3 8

13

市営駐車場（赤間、細江、長門）

10 1 11

14

国際ターミナル駐車場 3 3

15

菊川温泉プール 1 1 2

16

火の山地区観光施設 5 1 6 3 3 3 3 3 1 4 3 1 4 3 1 4 4 4 3 1 4

17

唐戸市場駐車場 4 1 5 5 5 5 1 6 5 5 5 5 4 1 5 4 1 5 4 4

18

美術館 5 5 5 5 5 5 4 2 6 3 3 6 4 1 5 4 1 5 4 1 5

19

粗大ごみ等受付センター 9 2 11 9 1 10 9 1 10 10 10 10 1 11 9 1 10 11 11 7 4 11

20

旧英国領事館 2 2 2 2 2 2 2 2

21

唐戸待合所駐車場 3 3

22

スポーツセンター 1 9 10

117 14 131 107 11 118 94 9 103 88 12 100 85 16 101 80 20 100 65 6 71 62 26 88

※　事業収入については平成17年度～平成23年度は決算額、平成24年度は予算額を計上

※　役員数・職員数・嘱託数は年度当初（4月１日現在）の人数を計上

※　各年度　事務局　売店を含む。（経理担当）

※　各年度　長府庭園は長府庭園売店を含む。

※　各年度　ふれあい健康ランドはふれあい健康ランド売店を含む。

※　平成24年度に開始した山口県駐車場事業は本社業務の一部として実施しているため本社で職員数を計上



合　　　　　　　　　　　　計

事　業　収　入(単位　円） 1,250,464,955 1,166,349,909 1,068,355,264 1,039,328,393 983,849,203 935,377,066

464,701,830

業

務

委

託

老朽化により施設の休止



施設廃止



584,516,000

公募選定に敗

公募選定に敗 公募選定に敗

老朽化により施設の休止



指定管理者制度導入時に公募の選定に応募せず



平成２１年度 平成２２年度

指

定

管

理

者

の

公

募

実

施

平成２３年度 平成２４年度

本

社

指

定

管

理

者

制

度

公募選定に敗 公募選定に敗

公募選定に敗



平成１７年度

指

定

管

理

者

制

度

の

導

入

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度



平成２３年度までは下関市の直営

116,859,209

2,330,150



市への返還金（単位　円） 75,764,546 35,513,350 65,230,733 96,500,421 119,047,816
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（３）役員・職員＋嘱託（合計）
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（５）事業収入 （単位千円）
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（６）市への返還金額 （単位 円）


　　　①役員、職員、嘱託数の推移について（上記(1)～(3)のグラフを参照）
　　　　　常勤役員、職員及び嘱託（以下、「職員及び嘱託」を「職員等」という。）の平成17年度から平成24年度の推移は、次のとおりである。

ア）平成17年度～平成18年度（指定管理者制度の本格的導入）
下関市で平成18年度に指定管理者制度が本格的に導入された際に、市営駐車場（赤間、細江、長門の3駐車場）及び国際ターミナル駐車場については、指定管理者の公募に応募しなかったこと及び唐戸待合所駐車場が廃止されたことなどから、平成17年度から平成18年度にかけて13人（職員10人＋嘱託3人）の減少となった。
イ）平成18年度～平成19年度（満珠荘の休止）
　　　平成18年度末で、老朽化を原因として満珠荘が休止となったことなどから、平成18年度から平成19年度にかけて15人（職員13人＋嘱託2人）の減少となった。
ウ）平成19年度～平成22年度（職員構成の変化）
　　　平成20年12月末に、旧英国領事館が保存修理工事のため5年間の休止となったが、職員等の人数に推移に大きな変化はなかった。
　　　しかし、その内訳については、総務部総務課からの指導・助言に基づき、職員が退職した場合には、職員の新規採用は行わず嘱託により補充することを原則としているため、平成19年度から平成22年度にかけては、職員等としては3人の減少となっているが、その内訳として、職員は14人減少し、嘱託は11人の増加となっている。
エ）平成22年度～平成23年度（主要3事業の失注）

　　　下関市では、平成23年度以降の指定管理者制度の運用について、指定管理者の選定に当たっては原則公募することとした。

　　　平成22年に、指定管理者の公募による選定が実施され、管理公社が当時実施していた11の指定管理者事業のうち、特に事業費が大きく職員等の配置人数も多かった3つの指定管理者事業（海峡ビューしものせき：職員7人＋嘱託8人、下関球場・下関第二球場・下関北運動公園：職員6人、下関深坂自然の森・森の家下関：職員5人）を失注した。このことにより、平成22年度から平成23年度にかけて職員等は29人（職員15人＋嘱託14人）の減少となった。
　　　ふれあい健康ランド事業については、事業費、職員数とも大きな規模であるが、この時点では施設の一部休止などを原因として、管理公社を非公募により選定し指定管理者としたため、職員等の人数には大きな影響はなかった。
オ）平成23年度～平成24年度（新規事業の受注）

　　　平成23年にふれあい健康ランド事業、満珠荘事業、平成24年に菊川温泉プール事業の指定管理者の公募選定が実施された。ふれあい健康ランド事業及び満珠荘事業については、管理公社が指定管理者に選定され、菊川温泉プール事業については、隣接するサングリーン菊川の指定管理者である財団法人菊川建設労働者福祉センターとのJV（共同事業体）により指定管理者に選定された。
　　　また、平成24年度からは、向洋町の下関市体育館、庭球場、弓道場などのスポーツセンター（7施設）事業の管理業務を受託した。

　　　これらのことから、平成23年度から平成24年度にかけて、職員等は17人（職員は3人減、嘱託20人増）の増加となった。

　　　②下関市の施設に係る事業数の推移について
　　　　　下関市の施設に係る事業数については、10ページの(4)のグラフのとおり、平成17年度は20の受託事業を実施していたが、平成18年度の指定管理者制度の本格的導入、施設の廃止、老朽化による施設の休止などを原因として徐々に減少し、平成22年度では15事業（指定管理者事業：11事業、受託事業：4事業）となった。さらに、平成22年の指定管理者の公募選定に敗れ主要な3事業を失注したが、平成24年2月から満珠荘事業の指定管理者に選定された。平成23年度は、13事業（指定管理者事業：9事業、受託事業：4事業）と近年では最も少ない事業数となった。
　　　　　平成24年度については、平成24年6月からは菊川温泉プール事業の指定管理者（財団法人菊川建設労働者福祉センターとのJVによる）に選定され、また、平成24年4月から、スポーツセンター事業の管理業務を受託したことにより15事業（指定管理者事業：10事業、受託事業：5事業）となった。
　　　　　下関市以外の公の施設に係る事業については、平成24年3月末に山口県道路公社が解散となったことにより、従前は山口県道路公社が管理していた山口県所有の駐車場用地について、平成24年4月1日に山口県より当該駐車場の管理業務を受託したところである。

　　　③事業収入の推移について
（平成17年度～平成23年度は決算ベース、平成24年度は予算を計上）
　　　　　事業収入について、10ページの(5)のグラフのとおり、平成17年度は約12億5千万円の事業収入があったが、事業数の減少に伴い徐々に減少し、平成22年度では約9億3千5百万円となった。さらに、平成22年の指定管理者の公募の選定に敗れ主要な3事業を失注したことにより、平成23年度では約4億6千4百万円と急激に減少した。平成24年度には、指定管理者事業を1事業、受託事業を1事業新規に受託したことにより、事業収入は約5億8千4百万円と若干回復はしたものの、平成17年度と比較すると半分以下となっている。
　　　④市への返還金の推移について

　　　　　管理公社の一般会計では、実費精算方式により、事業所ごとに計算して当該年度の剰余金を下関市に返還している。10ページの(6)のグラフのとおり、平成17年度では、約7千5百万円を下関市へ返還していたが、事業の減少により平成18年度には返還金は約3千5百万円に減少した。
　　　　　その後、総務部総務課からの指導・助言に基づき、職員が退職した場合には、職員の新規採用は行わず嘱託により補充することとしたことや、外部へ委託していた簡易な清掃業務や草刈りなどの業務を管理公社職員により実施する内製化など管理公社が経費節減に努めることにより、返還金の金額も増加し、平成21年度では、約1億1千9百万円、平成22年度では、約1億1千6百万円となった。
　　　　　しかし、平成23年度においては、主要な3事業の失注により、事業費収入が一気に減少し、返還金は、指定管理者事業において使用しなかった修繕金の約233万円のみとなった。
５）管理公社を取り巻く経営環境
管理公社は、公的サービスの担い手として、多様化する市民ニーズへの対応、市民サービスの向上、市民の福利厚生の向上、地域振興（売店による地域産品の販売等）などを図るため、下関市を補完・代替・支援する組織として下関市と密接に連携しながら、その役割を担ってきた。
しかしながら、指定管理者制度等の制度導入により、官民連携の門戸が開放され、管理公社を取り巻く経営環境は大きく変化してきた。すなわち、指定管理者事業においては、民間事業者の新規参入の門戸が開かれることにより、事業を失注するリスクが大幅に増加した。また、満珠荘における利用料金制の採用によって採算割れの事業リスクも新たに負担することとなった。受託事業においては、毎年度、競争入札による事業を失注するリスクがある。
さらには、地方財政健全化法の全面施行により、地方公共団体は管理公社などの第三セクター等も含めた連結ベースで自治体財政状況の公表が義務付けられ、管理公社の安定的な経営が求められているところである。
このため、これからの管理公社は、行政の補完的な組織としてではなく、民間事業者との指定管理者の公募又は入札の競争に勝ち抜け、良質な市民サービスの提供を行うと同時に採算性を有する強い組織となることが求められている。
なお、長期的には、少子高齢化と財政健全化の大きな時流の中で、全国の地方公共団体の公の施設は、整理、統合及び縮小について検討がなされる可能性が高く、下関市内での公の施設の管理運営業務の市場規模は縮小すると見込まれる。
６）給与について
　　　①職員の給料
管理公社職員の給与は、下関市公営施設管理公社職員給与規則（下関市の給与体系を参考にして作成。）に基づき決定されている。給料水準は下関市職員の6割程度である。
　　　　　　　　　　　　　　　（平成24年4月1日現在）

	
	平均給料月額
	平均年齢

	市職員（一般行政職）
	324,500円
	41歳1ヶ月

	管 理 公 社 職 員
	217,813円
	47歳6ヶ月


　　※給料月額には賞与、諸手当は含まない。
　　　②人件費節減のための取組み
　　　　ア）定期昇給の抑制（平成19年度開始）

　　　　イ）60歳以上の職員の基本給の削減と昇給停止（平成22年度開始）
　　　　　（61歳～65歳（定年）まで、60歳時点の基本給の6割を支給）
ウ）資格取得者に対する特別昇給を実施（平成23年度開始）

　　　③職員給与及び常勤役員の報酬等の支給状況
　　　　ア）職員の平均給料月額＝　217,813円　（平成24年4月1日時点）
（ｱ）平均給料月額に諸手当は含まない。
（ｲ）手当には、業務手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、年末年始勤務特別手当、時間外勤務手当、休日勤務手当がある。
（ｳ）平成23年度の賞与は年間3.95か月分（（基本給＋諸手当）×3.95か月）を支給した。
　　　　イ）職員の平成23年度年間給与総額（諸手当、賞与含む。）の平均　
3,785,012円（職員の平均年齢:47.5歳　平成24年4月1日時点）
　　　　ウ）常勤役員の月額報酬
　　　　　　理事長　：178,800円
専務理事：172,200円　　　　　　　　（平成24年4月1日時点）
　　　　　(ｱ）月額報酬に諸手当は含まない。

　　　　　(ｲ）常勤役員については、諸手当のうち通勤手当及び管理職手当（月額20,000円）が支給される。
　　　　　(ｳ)平成23年度の役員賞与は3.95か月分（月額報酬×3.95か月）を支給した。
７）財務分析・事業分析
下関市が有限責任あずさ監査法人に委託して行った経営分析報告書（以下「経営分析報告書」という。詳細は別添を参照）の要旨は次のとおりであった。

①財務調査
　ア）財務諸表と帳簿等の突合の実施結果　
収支計算書が管理公社作成の会計帳簿に基づいて作成されているか確認することを目的として、収支決算書と管理公社作成の会計帳簿を突合した。その結果、次のとおり、平成20年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を除き、両者は合致した。なお、「試算表」等の名称は、管理公社作成の会計帳簿の名称である。

（ｱ）一般会計

平成19年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「試算表」と突合した結果、両者は合致した。

平成20年度から平成23年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「収支計算書」と突合した結果、両者は合致した。
（ｲ）売店特別会計

平成19年度から平成22年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「予算執行状況表」と突合した結果、両者は合致した。

平成23年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。

（ｳ）海峡ビューしものせき特別会計

平成19年度から平成23年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「合計残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。

（ｴ）福利厚生事業特別会計

平成19年度から平成23年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「現金出納帳」と突合した結果、両者は合致した。

（ｵ）満珠荘特別会計

平成23年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「合計残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。

（ｶ）内部取引消去

平成19年度から平成22年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を「合計残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。

平成23年度の事業活動収入「特別会計繰入金」及び事業活動支出「一般会計本社への繰入金」を「残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。同年度の財務活動収入「売店特別会計借入金収入」及び財務活動支出「満珠荘特別会計貸付金支出」を「合計残高試算表」と突合した結果、両者は合致した。同年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」について計算調べを実施した結果、金額は合致した。

（ｷ）合計

平成19年度から平成23年度の「当期収入合計」、「当期支出合計」及び「当期収支差額」について計算調べを実施した結果、平成20年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」を除き、金額は合致した。

なお、平成20年度の差額は、単なる集計誤りにより生じたものである（経営分析報告書P3～P4）。

　イ）事業収支の分析（平成19年度から平成23年度までの実績）
（ｱ）収支等の推移

a）収支計算書
[image: image4.emf]（単位：千円、人、事業所）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

Ⅰ　事業活動収支の部

1.事業活動収入

①基本財産運用収入 53 49 49 16

②事業収入 1,008,969 969,043 919,960 463,151

③実費弁償金収入 29,301 13,785 14,675 -

④その他 1,004 970 691 1,533

事業活動収入計 1,039,328 983,849 935,377 464,701

2.事業活動支出

①事業費支出 979,476 929,657 881,665 442,617

②自主事業費支出 148 593 387 -

③管理費支出 70,265 73,647 81,254 61,383

本社費 59,305 55,070 54,970 48,107

退職手当 10,959 18,577 26,283 13,276

事業活動支出計 1,049,889 1,003,898 963,306 504,001

事業活動収支差額 ▲ 10,560 ▲ 20,049 ▲ 27,929 ▲ 39,299

Ⅱ　投資活動収支の部

1.投資活動収入

①特定資産取崩収入 10,959 18,577 26,283 28,276

退職給付引当資産取崩収入

10,959 18,577 26,283 28,276

投資活動収入計 10,959 18,577 26,283 28,276

2.投資活動支出

投資活動支出計 - - - 10,451

投資活動収支差額 10,959 18,577 26,283 17,824

（中略）

　ア　当期収支差額 6,141 398 ▲ 1,472 ▲ 1,646 ▲ 21,475

当期収入合計（注2） 1,086,682 1,050,287 1,002,426 961,660 492,977

当期支出合計（注2） 1,080,540 1,049,889 1,003,898 963,306 514,452

　前期繰越収支差額 62,072 62,471 60,999 58,808

　次期繰越収支差額 62,471 60,999 59,352 37,333

（参考）

1．職員数

役職員（注3） 92 88 83 76 64

嘱託 12 12 19 21 11

合計 104 100 102 97 75

2．事業数

指定管理者事業 11 11 11 11 9

受託事業 5 5 4 4 4

合計 16 16 15 15 13

3．返還額及び本社事務所賃借料相当額

イ　返還額 65,230 96,500 119,047 116,859 2,330

ウ　本社賃借料相当額（注4） 1,905 1,905 1,905 1,905 1,905

69,466 94,993 115,670 113,308 ▲ 21,050

一般会計　事業収入

予算額 964,471 953,216 927,362 888,385 437,628

決算額 896,221 857,346 808,311 766,325 435,297

返還率 6.8% 10.1% 12.8% 13.2% 0.5%

予算・決算差額 68,250 95,870 119,051 122,060 2,331

（出典：管理公社作成の「事業報告書・収支決算書」より抜粋）

（注3）役員は常勤役員の人数を記載している。

市返還金控除前・本社賃借料相当額控除後

当期収支差額（ア＋イ－ウ）

（注1）平成19年度は区分収支計算書総括表が作成されていないため当期収入合計、当期支出合計及び当期収支差

額を記載するにとどめている。

平成20年度の「当期収入合計」及び「当期支出合計」は「各会計の合算値」とした。 （注2）

現在、管理公社は本社事務所を下関市から無償で賃借しているが、管理公社の実質収益力を把握するため

下関市の計算(平成23年度）による賃借料相当額を記載した。

（注4）

（注5）職員数は各年度の末日（3月31日）時点の人数を記載している。


（a）平成19年度から平成22年度の著増減について

事業活動収入について、平成21年度の事業活動収入は、旧下関英国領事館が閉鎖されたこと（平成20年度同事業収入11,677千円）を主因として983,849千円（前年比 ▲55,479千円）となった。

また、事業活動支出について、平成22年度の事業活動支出は、ふれあい健康ランドの高温水設備の不具合による一部休館等を主因として963,306千円（前年比 ▲40,592千円）となった。

当期収支差額は、平成21年度以降、福利厚生事業を主因として、赤字を計上している。なお、一般会計の事業活動収支差額は、毎期、退職給付引当資産取崩収入によって退職手当相当額を充当しているため、毎期ほぼ均衡している。

参考までに、下関市への返還金控除前及び本社賃借料相当額控除後の当期収支差額は、平成19年度から平成22年度まで、69,466千円から115,670千円の黒字を計上しており、相当程度の収益力があったことがうかがえる。
※この収益力に関して補足する。経営検討委員会では、「実費精算方式であったが故に大きな収支差額が毎年計上されていたとも考えられるので、収益力に関して額面通りに受け取ってはいないが、少なくとも、平成22年度までは安定的な資金繰りにより事業運営がなされていた。」との認識であり、下関市も同様に考える。
（b）平成23年度の著増減について

事業活動収入について、満珠荘事業（平成23年度事業収入17,742千円）の指定管理者に指定されたものの、平成22年度の指定管理者の選定において、海峡ビューしものせき事業（平成22年度事業活動収入430,631千円）、下関市深坂自然の森・森の家下関事業（同38,141千円）及び下関球場事業（同75,372千円）の3事業の受注を失う、いわゆる失注によって、464,701千円（前年比 ▲470,676千円）の事業活動収入計を計上するにとどまった。

一方、事業活動支出について、上記3事業の失注により事業費支出が442,617千円と前年比439,048千円減少したものの、本社費が48,107千円と前年比6,863千円の削減にとどまり、また平成23年度から事業を開始した満珠荘事業において事業活動支出を28,106千円計上した結果、事業活動支出計は504,001千円（前年比 ▲459,305千円）を計上することとなった。

その結果、事業活動収支差額は、退職手当を主因とする本社部門の28,276千円の赤字及び開業赤字を主因とする満珠荘事業の10,364千円の赤字を含め合計▲39,299千円（前年比▲11,370千円）となった。

投資活動について、退職給付引当資産取崩収入を28,276千円計上したが、一方で満珠荘事業の開始に伴い売店特別会計からの借入金を原資とする固定資産（厨房設備）取得支出を10,451千円計上した結果、投資活動収支差額は17,824千円（前年比▲8,459千円）を計上した。

以上により、当期収入合計は492,977千円（前年比▲468,683千円）、当期支出合計は514,452千円（前年比▲448,854千円）を計上し、当期収支差額は▲21,475千円（前期比▲19,829千円）となった。

なお、平成23年度補正予算において、退職手当の充当以外の目的で退職給付引当金を15,000千円取崩して、事業活動支出の給料を同額増額した結果、一般会計の当期収支差額はゼロとなった。当該退職給付引当金の取崩しは、引当金計上額が税務上の計上限度額を14,598千円上回る見込みとなったことから実施されたものである。臨時的収入である当該取崩額を収入から控除すると、下表のとおり、全事業合計における投資活動収支差額は2,824千円であり、当期収支差額は▲36,475千円となる。
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現状計上額 修正（注） 実質計上額

投資活動収入 28,276 ▲ 15,000 13,276

投資活動収支差額 17,824 ▲ 15,000 2,824

当期収入合計 492,977 ▲ 15,000 477,977

当期収支差額 ▲ 21,475 ▲ 15,000 ▲ 36,475

（注）投資活動収入から退職給付引当資産目的取崩額15,000千円を控除した。


また、参考までに、下関市への返還金控除前及び本社賃借料相当額控除後の当期収支差額は21,050千円の赤字（前年比▲134,358千円）を計上しており、前年度までに比べ収益性が大きく低下していることがうかがえる。

（c）法人税等について

管理公社の一般会計は、予算の剰余金返還が実費弁償による事務処理の受託等（法人税基本通達15-1-28）に該当するため、収益事業としないとの下関税務署長の確認を平成25年度まで得ている。ただし、同通達15-1-28の所定の要件に該当しないこととなった場合には、収益事業とされることに留意が必要である。
（注）法人税基本通達15-1-28所定の要件

公益法人等が、事務処理の受託の性質を有する業務を行う場合においても、当該業務が法令の規定、行政官庁の指導又は当該業務に関する規則、規約若しくは契約に基づき実費弁償（その委託により委託者から受ける金額が当該業務のために必要な費用の額を超えないことをいう。）により行われるものであり、かつ、そのことにつきあらかじめ一定の期間（おおむね5年以内の期間とする。）を限って所轄税務署長（国税局の調査課所管法人にあっては、所轄国税局長。）の確認を受けたとき
b）正味財産増減計算書 
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科目 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1経常増減の部

（１）経常収益

①基本財産運用益 53 49 49 16

②事業収益 1,008,969 969,043 919,960 463,151

③実費弁済金収益 29,301 13,785 14,675 -

④雑収益 1,004 970 691 1,533

経常収益合計 1,039,476 983,849 935,377 464,701

（２）経常費用

①事業費 979,533 929,704 881,706 442,284

②自主事業費 148 593 387 -

③管理費 70,265 73,647 81,254 61,383

経常費用合計 1,049,947 1,003,945 963,348 503,668

　当期経常増減額 ▲ 10,618 ▲ 20,095 ▲ 27,971 ▲ 38,966

2経常外増減の部

（１）経常外収益

①退職給付引当資産取崩収入 10,959 18,577 26,283 28,276

②退職給付引当金取崩益 36 36 36 36

③その他 122 - - -

経常外収益合計 11,118 18,613 26,319 28,312

（２）経常外費用

経常外費用合計 - 44 - -

当期経常外増減額

11,118 18,568 26,319 28,312

当期一般正味財産増減額

499 ▲ 1,527 ▲ 1,651 ▲ 10,654

一般正味財産期首残高

73,072 73,572 72,045 70,393

一般正味財産期末残高

73,572 72,045 70,393 59,739

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期正味財産増減額

- - - -

一般正味財産期首残高

- - - -

一般正味財産期末残高

- - - -

Ⅲ　正味財産期末残高 73,572 72,045 70,393 59,739

（出典：管理公社作成の「事業報告書・収支決算書」より抜粋）

（注）平成19年度まで旧公益会計基準に基づいて作成されているためここでは記載を省略した。


（a）著増減について

当期一般正味財産増減額は、平成21年度から平成22年度まで、福利厚生事業を主因として赤字である。また、平成23年度の当期一般正味財産増減額は、福利厚生事業と満珠荘事業の赤字を主因として10,654千円の赤字となった。

ｃ）貸借対照表

[image: image7.emf]（単位：千円）

科目

平成19年度

（注1）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

Ⅰ　資産の部

1流動資産

現金預金 189,172 221,405 240,094 248,024 78,424

つり銭準備金 2,429 2,299 2,295 2,295 1,954

未収入金 33,116 8,127 7,689 8,908 1,410

売掛金 118 89 133 31 -

貯蔵品 894 944 942 580 362

その他 - 32 8 - 967

流動資産合計 225,730 232,898 251,163 259,839 83,118

2固定資産

（１）基本財産

定期預金 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

基本財産合計 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

（２）特定資産

退職給付引当資産 103,277 91,687 83,110 68,037 46,670

特定資産合計 103,277 91,687 83,110 68,037 46,670

（３）その他固定資産

その他固定資産合計 108 173 82 41 10,075

固定資産合計 114,386 102,861 94,193 79,078 67,746

資産合計 340,116 335,759 345,356 338,918 150,865

Ⅱ　負債の部

1流動負債

未払金 163,886 170,320 190,057 200,380 42,102

法人税充当金 362 71 71 71 71

その他 3 - - - 2,282

流動負債合計 164,252 170,391 190,128 200,451 44,455

2固定負債

退職給付引当金 102,791 91,796 83,182 68,073 46,670

固定負債合計 102,791 91,796 83,182 68,073 46,670

負債合計 267,043 262,187 273,311 268,524 91,125

Ⅲ　正味財産の部

1指定正味財産（注2） 11,000 - - - -

指定正味財産合計 11,000 - - - -

2一般正味財産 62,072 73,572 72,045 70,393 59,739

正味財産合計 73,072 73,572 72,045 70,393 59,739

負債及び正味財産合計 340,116 335,759 345,356 338,918 150,865

（出典：管理公社作成の「事業報告書・収支決算書」より抜粋）

（注1）

（注2）

平成19年度は貸借対照表総括表が作成されていないため会計毎の貸借対照表を合算した。

平成20年度から新公益会計基準に基づいて作成されているため下関市からの出捐金11,000千円は一般正味

財産に計上されている。


（a）平成20年度から平成22年度の著増減について

未収入金の減少や未払金の増加を主因とし現金預金が増加している傾向にある。また、正味財産合計は平成21年度及び平成22年度について当期一般正味財産増減額の赤字を受け減少している。

（b）平成23年度の著増減について

主要3事業の失注により未払の管理公社運営受託料（＝下関市への返還額）が2,330千円と前年比114,529千円減少したことを主因とし、現金預金は78,424千円（前年比▲169,600千円）、未払金は42,102千円（前年比▲158,278千円）を計上することとなった。また、退職給付引当金は、目的取崩し13,276千円及び目的外取崩し15,000千円を主因とし、46,670千円（前年比▲21,403千円）を計上した。さらに、正味財産合計は、当期一般正味財産増減額の赤字を受け10,654千円減少し、59,739千円を計上することとなった。
　　　　　　　　　　　　　（経営分析報告書P5～P10）

ウ）事業分析予測
（ｱ）事業別収支の分析予測（平成24年度）
a）全事業

平成24年度は、菊川温泉プール事業（平成24年度予算11,418千円）、山口県駐車場事業（同6,026千円）、スポーツセンター事業（同27,985千円）の3事業について、指定管理者として指定又は委託されている状況にある。また、満珠荘事業も平成24年2月25日の開業を受け、平成24年度から通期稼働するため、同事業の事業活動収入計は90,508千円（前年実績比＋72,766千円）を見込んでいる。その結果、平成24年度予算の事業活動収入計は584,516千円と前年実績と比べ119,815千円の増加を見込んでいる。予算達成のポイントは、利用料金制の満珠荘事業の収入確保と前年度未達であった本社費の削減である。

[image: image8.emf]（単位：千円、人、事業所）

平成23年度

決算

平成24年度

予算

差額

Ⅰ　事業活動収支の部

1.事業活動収入

①基本財産運用収入 16 12 ▲ 4

②事業収入 463,151 584,116 120,965

③その他 1,533 388 ▲ 1,145

事業活動収入計 464,701 584,516 119,815

2.事業活動支出

①事業費支出 442,617 549,393 106,776

②管理費支出 61,383 43,028 ▲ 18,355

本社費 48,107 34,023 ▲ 14,084

退職手当 13,276 9,005 ▲ 4,271

事業活動支出計 504,001 592,421 88,420

事業活動収支差額 ▲ 39,299 ▲ 7,905 31,394

Ⅱ　投資活動収支の部

1.投資活動収入

①特定資産取崩収入 28,276 9,005 ▲ 19,271

退職給付引当資産取崩収入

28,276 9,005 ▲ 19,271

投資活動収入計 28,276 9,005 ▲ 19,271

2.投資活動支出

投資活動支出計 10,451 - ▲ 10,451

投資活動収支差額 17,824 9,005 ▲ 8,819

Ⅲ　予備費支出

予備費支出計 - 114 114

　当期収支差額 ▲ 21,475 986 22,461

当期収入合計 492,977 597,287 104,310

当期支出合計 514,452 596,301 81,849

（参考）

1．職員数

役職員 64 62 ▲ 2

嘱託 11 26 15

合計 75 88 13

2．事業数

指定管理者事業 9 10 1

受託事業 4 6 2

合計 13 16 3

（出典：管理公社作成の「収支決算書」、「収支予算書」より抜粋）

（注2）職員数については、平成23年度は決算ベースのため年度末（3月31日）時点、平成24年度

       については予算ベースのため年度当初（4月1日）時点の人数を記載している。

（注1）役職員は常勤役員及び職員の人数を記載している。


ｂ）ふれあい健康ランド事業

平成24年度から平成27年度まで指定管理者に指定されており、基本協定における目標値は各年度140,000人の利用者を確保することである。管理公社では平成24年度予算において利用者数146,500人、事業収入121,360千円を見込んでいる。事業収入について、指定管理料が121,000千円で協定済みである。
一方、事業支出について、職員及び嘱託の人員数を前年と同数としているが、人件費を計画どおり削減できるかが予算達成のポイントとなる。当該利用者数は、平成20年度及び平成21年度よりやや高い水準となっている。
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平成23年度

決算

平成24年度

予算

差額

①事業収入 118,439 121,360 2,921

②事業費支出 109,955 110,098 143

人件費（職員・嘱託・日々雇用職員） 61,145 52,994 ▲ 8,151

消耗品費 3,270 4,258 988

光熱水費 19,697 23,739 4,042

修繕料 1,893 3,150 1,257

委託料 17,530 18,784 1,254

使用料及び賃借料 307 665 358

公課費 3,064 2,680 ▲ 384

その他 3,049 3,828 779

管理費控除前事業収支（①－②） 8,484 11,262 2,778

③管理費支出 7,777 4,620 ▲ 3,157

④本社費（注） 7,777 4,620 ▲ 3,157

事業収支（①－②－③） 707 6,642 5,935

本社負担率（④/①） 6.6% 3.8% -2.8%

利用者数 100,086 146,500 46,414

人員

職員 10 10 -

嘱託 1 1 -

⑤合計 11 11 -

職員比率 90.9% 90.9% -

1人当たり事業収入（①/⑤） 10,767 11,033 266

1人当たり人件費 4,626 3,995 ▲ 631

（出典：管理公社作成の「収支決算書」、「収支予算書」より抜粋）

（注2）人員（職員、嘱託）については、平成23年度は決算ベースのため年度末（3月31

　　　 日）時点、平成24年度については予算ベースのため年度当初（4月1日）の予定配

       置人数を記載している。

（注1）本社費は、事業別の実質的な収益力を把握するため、各事業の人員数を基準とし

　　　 て配賦計算している。


ｃ）粗大ごみ等受付センター事業

平成24年度予算において事業収入47,703千円を見込んでいる。事業収入について、受託料が47,703千円で契約済みである。また、事業支出について、定年退職の職員を嘱託で補充することによって、人件費が41,792千円（前年実績比▲2,335千円）となることを予定している。

[image: image10.emf]（単位：千円、人）

平成23年度

決算

平成24年度

予算

差額

①事業収入 51,273 47,703 ▲ 3,570

②事業費支出 47,697 44,912 ▲ 2,785

人件費（職員・嘱託・日々雇用職員） 44,127 41,792 ▲ 2,335

消耗品費 1,304 1,002 ▲ 302

公課費 2,207 2,090 ▲ 117

その他 59 28 ▲ 31

管理費控除前事業収支（①－②） 3,576 2,791 ▲ 785

③管理費支出 7,777 4,620 ▲ 3,157

④本社費（注） 7,777 4,620 ▲ 3,157

事業収支（①－②－③） ▲ 4,201 ▲ 1,829 2,372

本社負担率（④/①） 15.2% 9.7% -5.5%

人員

職員 9 7 ▲ 2

嘱託 2 4 2

⑤合計 11 11 -

職員比率 81.8% 63.6% -18.2%

1人当たり事業収入（①/⑤） 4,661 4,337 ▲ 325

1人当たり人件費 3,492 3,262 ▲ 230

（出典：管理公社作成の「収支決算書」、「収支予算書」より抜粋）

（注1）本社費は、事業別の実質的な収益力を把握するため、各事業の人員数を基準とし

　　　 て配賦計算している。

（注2）人員（職員、嘱託）については、平成23年度は決算ベースのため年度末（3月31

　　　 日）時点、平成24年度については予算ベースのため年度当初（4月1日）の予定配

       置人数を記載している。


ｄ）満珠荘事業

平成24年度予算において事業収入90,508千円を見込んでいる。平成24年度から通期稼働となるが、当該事業は利用料金制であるため、入浴・宿泊利用者増加によって事業収入を確保できるか及び人件費等経費削減を進めることができるかが予算達成のポイントとなる。

なお、中小企業と比べ、経常利益率（管理公社は事業収支比率）は同程度で、1人当たり人件費は高い水準を見込んでいる。
 [image: image11.emf] 

（単位：千円、人）

平成23年度

決算

平成24年度

予算

差額

①事業収入 17,742 90,508 72,766

②事業費支出 28,106 86,742 58,636

人件費（職員・嘱託・日々雇用職員） 4,984 36,198 31,214

消耗品費 6,768 514 ▲ 6,254

光熱水費 1,651 16,867 15,216

委託料 2,089 5,656 3,567

使用料及び賃借料 1,246 5,511 4,265

原材料費 3,866 12,219 8,353

商品仕入 93 3,465 3,372

公課費 10 2,588 2,578

その他 7,399 3,724 ▲ 3,675

管理費控除前事業収支（①－②） ▲ 10,364 3,766 14,130

③管理費支出 4,242 3,360 ▲ 882

本社費（注） 4,242 3,360 ▲ 882

④事業収支（①－②－③） ▲ 14,606 406 15,012

事業収支比率（④/①） -82.3% 0.4% 82.8%

宿泊利用者数 518 6,760 6,242

人員

職員 5 5 -

嘱託 1 2 1

⑤合計 6 7 1

職員比率 83.3% 71.4% -

1人当たり事業収入（①/⑤） - 12,930 -

1人当たり人件費 - 3,857 -

（出典：管理公社作成の「収支決算書」、「収支予算書」より抜粋）

（注1）本社費は、事業別の実質的な収益力を把握するため、各事業の人員数を基準とし

　　　 て配賦計算している。

（注2）人員（職員、嘱託）については、平成23年度は決算ベースのため年度末（3月31

　　　 日）時点、平成24年度については予算ベースのため年度当初（4月1日）の予定配

       置人数を記載している。

（注3）満珠荘は平成24年2月25日に開業し、平成23年度は36日間のみ営業を行った。

　　　 このため、1人当たり事業収入及び1人当たり人件費は算定していない。
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21～50人 51人以上

経常利益率 0.5% 0.7%

1人当たり人件費（単位：千円） 2,106 1,744

（出典：中小企業庁「中小企業実態基本調査」より抜粋）

宿泊業


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経営分析報告書P16～P19）
エ）一般会計の本社費・人件費の分析
（ｱ）一般会計の本社費・人件費の推移

平成22年度まで、本社費はほぼ横ばい傾向であるものの、退職手当の増加により、管理費支出は増加傾向にあった。

[image: image13.emf]（単位：千円、人）

平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度

①管理費支出 76,508 65,201 72,641 80,413 60,374

②本社費 64,467 54,241 54,064 54,129 47,098

58,054 48,392 48,453 48,031 39,047

委託料 - - - - 3,780

使用料及び賃借料 829 1,195 1,216 1,425 1,170

公課費 2,967 2,428 2,405 2,397 1,166

その他 2,617 2,226 1,990 2,276 1,935

退職手当 12,040 10,959 18,577 26,283 13,276

本社費支出当初予算額 79,856 64,519 65,900 63,187 31,385

当初予算額・決算額の差額 15,389 10,278 11,836 9,058 ▲ 15,713

④事業活動支出計（総括）（注） - 1,049,889 1,003,898 963,306 504,001

役職員数

⑤全事業所計 104 100 102 97 75

役員（注：非常勤除く） 2 2 2 2 2

⑥職員 90 86 81 74 62

嘱託 12 12 19 21 11

⑦本社 13 11 13 12 7

役員（注：非常勤除く） 2 2 2 2 2

職員 10 9 8 10 5

嘱託 1 - 3 - -

1人当たり管理費支出（①/⑤） 736 652 712 829 805

1人当たり本社費支出（②/⑤） 620 542 530 558 628

本社1人当たり人件費支出（③/⑦） 4,466 4,399 3,727 4,003 5,578

本社費比率（②/④）（注） - 5.2% 5.4% 5.6% 9.3%

職員比率（⑥/⑤） 86.5% 86.0% 79.4% 76.3% 82.7%

（出典：管理公社作成の「事業報告書・収支決算書」より抜粋）

（注3）平成19年度は区分収支計算書総括表が作成されていないため、記載を省略した。

③人件費

（職員・嘱託・日々雇用職員）

（注2）役職員数は各年度の末日（3月31日）時点の人数を記載している。

（注1）役員は常勤役員の人数を記載している。


平成23年度は、主要3事業の失注をうけ本社費当初予算を前年比▲31,802千円と大幅に削減したが、実際には人件費を当初予算どおり削減することができず、退職給付引当資産取崩収入で人件費の当初予算と決算の差額15,713千円を補てんするに至った。

事業収入が大幅に減少する中、雇用調整等により支出の大宗を占める人件費削減に取り組んでいるものの、事業収入の減少速度に間に合っておらず、1人当たり本社費、本社費比率がそれぞれ70千円、3.7ポイント悪化している。また、本社費の当初予算と決算の差額が年々減少している傾向にある。

また、比較的給与水準の低い層（61歳以上の職員及び嘱託）が雇用調整の対象となったため、1人当たり人件費支出も1,575千円増加している。

職員比率について、平成22年度までは職員の減少を嘱託の増加により穴埋めしていたため低下傾向であったが、平成23年度では嘱託16名の雇い止めにより、同比率は前年比+6.4ポイントの82.7%へ上昇した。

今後、事業収入の減少に歯止めがかからない場合、本社費による事業収支の圧迫がより一層進展する可能性がある。

　　（ｲ）他団体等との比較分析
管理公社の職員及び経常費用を全国54公社と比較した場合、次の表とおり、経常費用の全国平均が322,248千円、職員数平均が15人であり、管理公社の平成22年度経常費用の規模（963,348千円）だと、職員数の全国平均ベースは44.8人になる。したがって、全国的に見ても、事業費と比べ管理公社の職員数が多いことが読み取れる。
[image: image14.emf]全国54公社

平均

管理公社 （注）

正職員（単位：人） 15 74 44.8

経常費用（単位：千円） 322,248 963,348 －

（出典：総務省「H23第三セクター等の状況に関する調査報告結果」データより抜粋）

（注）全国54公社平均の経常費用を管理公社の規模に置換えた場合の正職員の試算値


また、1人当たり人件費の水準を中小企業の平成22年度指標と比較すると、下表のとおり、不動産賃貸業・管理業に比べ低い水準にあるが、宿泊業に比べ高い水準にあることが読み取れる。

[image: image15.emf]管理公社

21～50人 51人以上 21～50人 51人以上 平成23年度

1人当たり人件費（単位：千円） 4,188 3,639 2,106 1,744 3,067

（出典：中小企業庁「中小企業実態基本調査」より抜粋）

（注）1人当たり人件費は、法定福利費（共済費）・賃金を含まない金額である。

不動産賃貸業・管理業 宿泊業


（参考）調査対象企業の範囲
[image: image16.emf]範囲

不動産業，物品賃貸業 小分類693駐車場業  ：資本金５千万円以下又は従業者１００人以下

中分類70物品賃貸業  ：資本金５千万円以下又は従業者１００人以下

上記以外  ：資本金３億円以下又は従業者３００人以下

宿泊業，飲食サービス業 中分類75宿泊業  ：資本金５千万円以下又は従業者１００人以下

上記以外  ：資本金５千万円以下又は従業者５０人以下

（出典：中小企業庁「中小企業実態基本調査」より抜粋）

業種


（ｳ）退職手当
平成23年度末において全職員62名が自己都合により退職した場合に必要となる退職手当の要支給額は147,750千円であるが、その財源は退職給付引当金（定期預金）46,670千円と正味財産59,739千円の合計106,409千円であり、平成23年度末現在41,341千円の財源不足となっている。
（経営分析報告書P20～P22）

②事業調査（簡易ＳＷＯＴ分析）
　管理公社のポテンシャル、環境を簡易SWOT分析により整理すると次のとおりとなる。
	＜強み　Strengths＞
・下関市との緊密な連携体制
・施設管理の経験と実績
・準公務員的立場が市民に与える安心
　感
	＜弱み　Weaknesses＞
・受け身体質の定着
・企画開発力、営業に関する経験・技能不足
・施設管理のソフト面に関するスキルの蓄積不足
・正職員の比率の高さによる雇用調整の困難さ

	＜機会　Opportunities＞
・指定管理者制度の導入に伴う新規事業への参入
・利用料金制による収益増加の可能性
	＜脅威　Threats＞
・指定管理者制度の導入による事業失注リスク
・利用料金制による事業リスクの負担
・受託事業の競争入札による事業失注リスク
・指定管理料、委託料の削減の可能性


③ケース別シミュレーション
　　　　　毎年度入札のある受託事業及び最も規模の大きい指定管理者事業を失注した場合の財務状況を予想するため、次のとおりシミュレーションを行った（経営分析報告書P29～P31）。
	
	赤字となる年度（上段）と
当該年度の赤字見込額（下段）

	
	当期収支差額
	次期繰越
収支差額
	正味財産
	

	ケース１
	粗大ごみ等受付センター（受託事業）を平成25年度に失注　
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	

	
	
	▲31,565千円
	▲14,811千円
	▲10,762千円
	

	ケース２
	粗大ごみ等受付センター、唐戸市場駐車場、美術館（受託事業）を平成25年度に失注
	平成25年度
	平成25年度
	平成26年度
	

	
	
	▲57,672千円
	▲19,353千円
	▲46,411千円
	

	ケース３
	ふれあい健康ランド（指定管理者事業）を平成28年度に失注
	平成28年度
	平成30年度
	平成31年度

	
	
	▲29,026千円
	▲22,165千円
	▲25,577千円


※上の表の３つのケースについては、管理公社が抜本的な改革を行わず、現時点の組織のまま、事業を失ったと想定した場合の財務シミュレーションである。当該事業を失注した場合には、当該事業に従事する人数の嘱託を解雇する（職員は解雇しない。）という前提で計算している。
【ケース１】　粗大ごみ等受付センターを平成25年度に失注した場合　
　　　平成25年度に粗大ごみ等受付センターを失注した場合、当該年度の当期収支差額が31,565千円の赤字となり、平成26年度には次期繰越収支差額が14,811千円の赤字となり資金不足に陥る。平成27年度には正味財産がマイナスとなり債務超過に陥る見込みである。大幅な雇用調整、給与削減などの経費削減が必要となる。
【ケース２】　粗大ごみ等受付センター、唐戸市場駐車場、美術館を平成25年度に失注した場合　
　　　平成25年度に、粗大ごみ等受付センター、唐戸市場駐車場、美術館の３つの受託事業を失注した場合、当該年度の当期収支差額が57,672千円の赤字となり、次期繰越収支差額が19,353千円の赤字となり資金不足に陥る。平成26年度には正味財産が46,411千円のマイナスとなり債務超過に陥る見込みである。ケース１以上に経費削減が急務となる。
【ケース３】　ふれあい健康ランドを平成28年度に失注した場合
　　　平成28年度にふれあい健康ランドを失注した場合、当該年度の当期収支差額が29,026千円の赤字となり、平成30年度には次期繰越収支差額が22,165千円の赤字となり資金不足に陥る。平成31年度には正味財産が25,577千円のマイナスとなり債務超過に陥る見込みである。ケース１と同様に経費削減の方策が必要となる。
８）管理公社の事業規模、資金、資産、経営状況
管理公社の現状は、事業規模の面では、類似の業務を担う他の地方公共団体の第三セクター等と比較しても、例を見ないほどの多種・多様な公の施設を手掛けてきており、また、職員数、経常収益ともに大きなものとなっている。
資金面では、下関市からの補助金等は受けておらず、事業により生じた剰余金も実費精算方式として下関市に返還していたため、内部留保がない。資産としては、基本財産、退職引当金、満珠荘における固定資産及び特別会計による繰越金のみである。

設立当初から近年に至るまでは、管理公社の経営状況などについては、特段の問題はなく円滑に運営されてきたが、指定管理者制度の導入、公益法人改革、第三セクター改革など、管理公社を取り巻く経営環境は激変してきており、現状のまま運営を継続することは非常に困難な状況となっている。
９）管理公社の課題・問題点
　　　①管理公社設立の経緯、役員の任命、下関市との密接な関係
下関市は出えん者として基本財産を拠出し、管理公社の設立及び運営に深く関わってきている。過去には下関市の助役が充て職で理事長となっていた期間も長くあり、現在でも管理公社の役員である理事、監事の全員が下関市長により任命されている。
また、常勤理事には下関市の部局長級の退職者が、非常勤理事には管理公社が管理運営している下関市の施設を所管している部局の部局長が就任している。
このような下関市と管理公社の密接な関係は、指定管理者制度の導入前は公の施設の良好な管理運営に役立っていたものの、今日のように指定管理者制度の導入により、民間事業者との競争が必要となったときは、経営と組織の弱体化等の問題を生じさせている。
管理公社は、下関市とは別の団体でありながら、役員は全て下関市の関係者であり、ある時は下関市の都合に沿った運営を求められ、ある時は別団体として独立した運営を求められた。このことは、管理公社にとってメリットとデメリットを生じさせてきたが、管理公社の独自性、独立性を阻害してきたことは否定できない。
なお、管理公社では平成25年4月に一般財団法人への移行を予定しており、移行によって役員の選任方法や現役員については必然的に変更となり、下関市の関与も薄れてくる。
②これまでに実施した改革の内容とその効果

　ア）管理公社の改革への取組み
　　　　管理公社は、自らの改革として管理公社が管理運営をしている公の施設における清掃業務などの外部委託業務の内製化などによる経費削減を行っている。

また、給与については、60歳からは給料を40％削減し昇給も停止している。60歳未満の職員については定期昇給の抑制を行うとともに、業務に必要な資格を自費により取得した職員に対しては特別昇給を実施している。
さらに、総務部総務課からの指導・助言に基づき、新規職員の採用を原則停止し、職員が退職した場合は嘱託職員を採用することとしている。（例外として、平成24年2月から満珠荘の指定管理者となったため、必要となった料理長、副料理長については職員として新規採用を行った。）
　イ）下関市の対応
所管課である総務部総務課は、管理公社に対して、平成18年度からは指定管理者制度の本格的な導入に伴う公募に勝てる体制づくり、平成20年度からは、公益法人改革への対応に関連した総務課との勉強会の提案など、管理公社自身による改革について繰り返し助言を行ってきた。
また、総務部から新規職員の不補充、指定管理者の公募に打ち勝つための体制作り、プレゼンテーション能力の向上、事業を失注した場合に備え事業規模の縮小などについて助言を行ってきた。

　　　　ウ）経営検討委員会による下関市の対応に対する評価
しかし、経営検討委員会からは、「新規職員の不補充による経費削減以外は、管理公社の改革について、実質的な効果を上げているとは認められない。」「平成23年度に主要な3つの指定管理者事業の失注の後は、下関市の助言もあり、管理公社において、民間事業者に対する競争力の強化が以前よりは意識されるようになったが、具体策について実施されているようには見受けられず、主として雇用の維持のための事業の維持・拡大が検討されているのみである。」「これまで、下関市は、管理公社の設立と運営に深く関わり、今日まで事業運営や役員及び職員の人事にも、緊密な関係を有してきている。このため、指定管理者制度の導入時から、管理公社の改革についていろいろと助言をしてきたことは窺えるが、残念ながら今日の厳しい状況に到ったこの大きな責任は下関市にもあると言わざるを得ない。」と厳しく指摘されたところである。
また、「下関市が、平成18年度から指定管理者制度を本格的に導入した時に、管理公社の経営体制、組織体制等の見直しと強化に本格的に取り組み、管理公社による改革を着実に実施すべきであった。また、公益法人改革に伴う一般法人化についても、早期に検討するべきであった。」と改革着手時期の遅れを指摘されているとことである。
　　　③経営の面
　　　　ア）経営理念（ビジョン）、競争戦略、短期・中期的な経営計画の欠如

　　　　　　　管理公社の設立の目的は、「下関市と密接な連携を保ち、下関市が設置する施設の管理運営について委託を受け、効率的に施設の設置目的等を達成することにより、市民の福利厚生の向上に寄与すること」である。「市民の福利厚生の向上に寄与すること」という、公益性の高い経営理念（ビジョン）はあるものの、事業の受託は下関市との密接な連携を前提としており、経営姿勢は受け身的であった。

また、指定管理者制度が導入されるまでは、民間事業者との競争にさらされることもなかったため、事業体として生き残るために必要となる競争戦略を持つ必要がなかった。

さらに、毎年度の収入の見込み額は下関市からの事業を受託できるか否かに大きく左右されることなどから、管理公社の将来像を明確にし、その実現に向け行動するための短期的・中期的な計画が策定されていない。
　　　　イ）役員の任命、構成、組織体質
常勤役員は下関市の部局長級の退職者を、非常勤役員は下関市の関係部局長を、下関市長が任命している。過去には、長期にわたり下関市の助役が充て職で理事長となっていた期間もある。この役員構成と、平成15年の地方自治法改正前の管理委託制度の下において下関市の公の施設の管理運営業務を安定して受託できていたこと等により、民間事業者のように、絶えず変化する経営環境の中で競争を意識した組織体質が育ってこなかった。
　　　　ウ）独立性・独自性

意思決定機関である理事会の構成員が全て下関市の部局長又は部局長級の退職者であり、下関市の意向が優先的に反映され、管理公社の内部では独自性・独立性は問題にされてこなかった。

　　　　エ）役員の経営意欲・指導力・経営力
役員の重要性は、管理公社においても一般企業と同様である。強い経営意欲をもって経営に当たり、信念と指導力をもって管理公社改革を断行し、経営や組織等を強化することが急務である。
しかし、役員は下関市の部局長又は部局長級の退職者であり、事業の発注者として当該事業については精通しているものの、経営力や経営に関する専門的なノウハウを有しているとは言えない状況であった。また、これまで、経営や管理運営の専門家の有効活用も行われていなかった。

　　　　
　　　④組織、人事管理の面
　　　　ア）職員の危機意識、改革意識の不足

平成22年に実施された指定管理者の選定において主要な3つの指定管理者事業（海峡ビューしものせき、下関球場・下関第二球場・下関北運動公園、下関深坂自然の森・森の家下関）を失注したことにより、職員に危機感が芽生えたが、不十分であり危機感が改革気運の盛り上がりにつながっていない。経営陣又は職員によって管理公社改革への組織的な議論がなされておらず、職員の改革意識も不足していると言わざるを得ない。
　　　　イ）組織の適正規模の検証不足

各事業所への職員配置のあり方と人数について検証不足である。
　　　　ウ）高い人件費率と職員構成の検討・実施
全国の中小企業平均や競合他社と比較し、1人当たりの人件費（職員・嘱託）が高い傾向にある。総人件費抑制及び管理運営の高度化等の観点から、職員、嘱託、有期雇用職員、アルバイト等の職種のベストミックスの検討・実施が必要である。
また、能力や職責に応じた給与体系になっていない。
　　　エ）高い正職員比率
全職員８７人（役員を含まない。平成24年10月1日時点）のうち職員が５９人、嘱託が２８人である。管理公社の業務の大半は、公の施設の管理運営であり、このような業務を主とする組織としては職員の割合が高く、管理公社の１人当たり人件費を高くしている原因となるとともに、事業を失注した場合の雇用調整を困難とさせている。
　　　　オ）事業シミュレーションと失注への対応

　指定管理者事業や受託事業は事業失注のリスクがあるにもかかわらず、事業シミュレーションが実施されていない。このためか失注後の雇用調整などの経営合理化策は全て後追いでの対応になっている。
粗大ごみ等受付センター事業などの受託事業を失注した場合には、急速に財務内容が悪化して大幅な雇用調整を含めた大規模な経営合理化が必要となり、組織として維持できるかが問われることになる。　　　　

事業シミュレーションによって将来の組織の危機を予測し、その組織の危機についてどう対処するかについて、あらかじめ想定し計画化することが必要である。また、組織の危機への事後対応だけでなく、組織の危機を織り込んだ職員構成や給与体系となっていない。
　　　⑤現場力の強化の面
　　　　ア）本社と現場の役割分担、それぞれの機能強化
　　　　　　　本社が仕事を取ってきて、現場はその仕事を淡々と実施するという役割分担になっている。本社と現場の緊密なコミュニケーションが不十分で、それぞれが果たすべきミッション（使命）が十分に認識されておらず、本社と現場の機能強化が必要である。
　　　　イ）現場力の強化
（ノウハウの蓄積・共有化・活用・継承・高度化の欠如）
各事業所で培われた管理運営等のノウハウについて、職員個人の資質や経験に頼っており、管理公社全体として組織的な蓄積・継承が不十分である。例えば、長府毛利邸事業において発揮されているいわゆる「おもてなし力」という管理公社の強い武器が共有化・活用されていない。
管理運営等のノウハウを蓄積・共有化・活用・高度化・継承し、日常業務に反映することは、現場力の強化のため必要不可欠である。

　　　　ウ）管理運営に特化した特別な研修の未実施

管理運営のノウハウ等を職員全員に習得させ、個人差をなくしレベルアップすることが求められる。しかし、管理公社では、公の施設の管理運営に特化した特別な研修は実施されていない。　　　　

　　　⑥企画開発力・営業力の面
　　　　ア）企画開発力の向上
管理公社は、公平・公正な利用の確保と、安全・安心な施設の管理運営をセールスポイントとしているが、新たな価値の創造が不十分である。管理公社が、民間事業者との競争に勝ち抜けるためには、事業計画、自主事業、企画プラン等を立案する企画開発力が非常に重要となる。　

より効果的な運営や施設の効用を高めるためには、市民や利用者のニーズの把握や掘起こし、又は、下関市の施策に対応した自主事業や企画プランを実施することが必要である。
　　　　イ）営業力の向上
　　　　　　　下関市の公の施設の所管課に対し、本社と現場が一体となった情報の収集、所管課のニーズの把握、及び事業の獲得のための営業活動がなされていない。平成23年10月からは、寄付行為の変更に伴い、下関市内にある国、山口県及び公共団体の施設の管理運営が可能となったが、発注先の開拓が不十分である。
また、現状の寄付行為上やむを得ないことではあるが、下関市外の発注先の開拓に対する取り組みがなされていない。
情報発信についても、インターネットやパブリシティーの活用による管理公社独自の広報活動が不十分である。　　　　　　　

　　　　ウ）事業等の専門性、公益性
管理公社が公平・公正な利用の確保、安全・安心な施設管理に重点を置くことについては一定の評価ができるが、それぞれの施設の管理運営について専門性やノウハウを組織的に高め、利用者に今以上の満足感を与えるという踏み込んだサービスの向上への取組みが不十分である。
また、管理公社の設立目的である「市民の福利厚生に寄与する」ことや公益性を向上させる具体的な方策の実施と広報が不足している。市民や利用者のニーズを把握することや掘り起こすことにより、また、下関市の施策に対応することによって、各施設での自主事業や企画プランを実施することが求められる。
　
⑦財務の面

　　　　ア）財務シミュレーション

　　　　　　　本社費削減など経費節減に努めているものの、事業収入の減少スピードに追いついていない。
　　　　　　　将来の事業費の変動予測に基づき、必要となることが見込まれる経費削減額、内部留保額などの試算や財務諸表の変化の予測がなされていない。
　　　　イ）実費精算方式による内部留保の不足

管理公社は、実費精算方式を採用しているため、一般会計における剰余金は下関市に返還している。このため、内部留保は収益事業である売店特別会計での繰越金と退職給付引当金がほとんどであり、急激に資金繰りが悪化した場合、余力がなく、直ちに経営を圧迫する恐れがある。また、新規事業の企画開発、調査研究や公の施設の管理運営に特化した特別な研修のための十分な資金がない。
　　　　ウ）退職手当の財源不足
　　　　　　全ての職員が退職した場合に必要となる退職手当が積み立てられていない。
　　　平成23年度末時点での全職員62名が自己都合により退職した場合に必要となる退職手当の要支給額は147,750千円であった。その財源は退職給付引当金（定期預金）46,670千円と正味財産59,739千円（固定資産（満珠荘の設備）10,076千円、流動資産（満珠荘及び売店における在庫）1,330千円を含む。）の合計106,409千円であり、平成23年度末時点で41,341千円の財源不足となっていた。
　　　また、平成24年度末時点で全職員59名が退職した場合に必要となる退職手当の要支給額の見込みは152,225千円である。職員は若干名減っているが、勤続年数が増えたことから、退職手当の不足額は拡大している。

管理公社の一般会計は、予算の剰余金返還が実費弁償による事務処理の受託等（法人税基本通達15-1-28）に該当するため、収益事業としないとの下関税務署長の確認を平成25年度まで得ている。

また、下関市との指定管理者制度に係る基本協定又は年度協定、業務委託に係る契約において実費精算方式の採用による剰余金の返還を定めており、毎年度終了後に剰余金を下関市に返還してきている。このため、平成23年度末時点での管理公社での内部留保は次のとおりである。

ア）一般会計に係る繰越金：　　 　　　　　　　0円

イ）収益事業に係る繰越金

売店特別会計：　　　　　　　　24,545,772円

満珠荘特別会計：　　　　　　　 9,940,897円

ウ）福利厚生事業に係る繰越金：　　　 2,846,391円

　　　エ）退職給付引当金：　　　　　　　　46,670,410円

　　　　　　オ）基本財産：　　　　　　　　　　　11,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　95,003,470円

　　　　　※平成23年度管理公社収支決算書より抜粋。
　　　※満珠荘の厨房設備など設備に係る固定資産（10,076千円）と、満珠荘及び売店における在庫に係る流動資産（1,330千円）は含んでいない。
　　　上記のように、管理公社では一定額の現金を保有しており、一見すると潤沢な資産があるように思えるが、この内部留保（95,003千円）をすべて退職給付引当金に充てたとしても、57,222千円不足する状況である（平成24年度末）。さらに、今後、実費精算方式を廃止したとしても、現状の経営環境から考えると、内部留保が一気に増えることは非常に困難である。
また、この内部留保は、退職給付引当金の不足分を含むだけでなく、事業失注時の運転資金ともなるものである。
　　　⑧経営合理化の面

　　　　ア）人件費削減に偏り過ぎの経営合理化

新規職員の採用の原則停止や定期昇給の抑制といった措置は、管理公社が直面している事態を考えれば必要なものである。しかしながら、このような措置に偏り過ぎた経営合理化を長期的に継続することは、職員の士気等を低下させる恐れが強い。
３．抜本的処理策の検討
　　　管理公社についての抜本的処理策の検討については、総務省の通知では、「存廃を含めた抜本的改革を集中的に行うべきである。存廃を含めた抜本的改革を行うに当たっては、第三セクター等により提供される財・サービスの経済的性格を含めた事業そのものの意義、採算性、事業手法の選択等について、可能な限り広範囲かつ客観的（比較可能性・将来予測性）な検討を行い、最終的な費用対効果を基に判断すべきである。」とされている。よって、これまでの記述と一部重複するが、総務省の通知の枠組みに沿って検討する。
１）事業そのものの検討
　　　①事業そのものの意義

　　　　　管理公社が現在、実施している指定管理者事業及び受託事業は、いずれも市民サービスに直結したものである。管理公社が管理運営している公の施設に対する市民ニーズや期待度は高く、事業そのものの意義（行政目的との一致度）については、現在でも意義があり、継続して実施することが必要な事業である。

　　　②採算性
　　　　　管理公社が実施している事業そのものの採算性については、下関市が当該公の施設の管理運営に関して、維持経費も含め一定水準以上のサービスを提供するための必要額を予算化しており、基本的には採算性があるものと判断できる。
　　　③事業についての判断
　　　　　事業そのものの意義及び採算性については「有」と判断されるため、総務省の通知の「抜本的処理策のフローチャート」（次ページ参照）に従えば、事業についての選択肢は次の３つである。

　　　　ア）事業の完全民営化

　　　　イ）事業の民間売却

　　　　ウ）経営努力を行いつつ、第三セクター等で引き続き実施

　　　　　管理公社が実施している事業は、公の施設の管理運営であり、現時点では、事業の完全民営化や事業が民間売却となることの可能性は極めて低いと考えられる。
　　　　　事業については、経営努力を行いつつ、第三セクター等で引き続き実施することが妥当であると判断する。

２）管理公社の経営分析

　（１）管理公社の現状分析

　　　　　「２．管理公社の現状分析」（P6～P39）のとおりである。
（２）経営困難化の原因
「９）管理公社の課題・問題点」（P32～P39）のとおりである。
[image: image17.emf]※総務省の通知「第三セクター等の抜本的改革等の推進等について」
（平成21年6月23日付総財公第95号）より抜粋
（３）経営の責任の検討

　　　　　管理公社の役員は、その運営全てに責任を持ち、将来的に経営が困難な状況に陥り、事業の整理（清算など）や再生などを行うことになった場合等においては、民事上又は刑事上の責任追及が問われることもあることについて十分に認識し、役員個人が責任を負うことを自覚する必要がある。

　　　　　我が国の「経営判断の原則」の具体的な内容は、「取締役の判断の前提となった事実の認識に重要かつ不注意な誤りがあったか、その意思決定（推論）過程、内容が企業経営者として特に不合理、不適切なものでなければ取締役に許された裁量の範囲を逸脱しない」旨の表現で「経営判断の原則」に言及する裁判例が多い。
　　　　　我が国における「経営判断の原則」は、取締役の善管注意義務違反の要件の判断基準とされている。
　　　　①善管注意義務違反の検討

　　　　　　管理公社では、指定管理者事業や受託事業について下関市からの指定又は委託を受け、公平・公正な利用の確保と、安全・安心な施設の管理運営を確実に行うことを第一の目的としてきている。このことから考えると、これまでの管理公社の運営について、役員の義務違反があったとは言えないが、管理公社を取り巻く経営環境の変化を敏感に感じ取り、下関市と十分に協議し、早期に必要な改革を実施すべきであった。
　　　　　　ただし、今後、下関市が総務省の通知に基づき、経営検討委員会での答申を踏まえた本改革プランを提示した後にあっても、必要となる抜本的な改革が行われず、そのことが原因で経営が困難な状況に陥った場合は、裁判において役員の善管注意義務違反を指摘される可能性はある。
　　　　②忠実義務違反の検討

　　　　　　管理公社の設立目的に沿った運営を忠実に行ってきた結果、現在のような管理公社の状況になったものであり、忠実義務違反があったとは認められない。

　　　　③不法行為責任等に係る損害賠償請求の検討

　　　　　　これまで下関市に対し報告された経営状況などから見て、故意又は過失による不法行為があったとは認められない。

（４）管理公社の存続意義の検討

①管理公社に期待されていた役割

　　　　　　指定管理者制度が導入される以前は、管理委託制度の下、管理公社は公の施設の管理委託先として、下関市が直営する場合と比較して、安価な費用で、かつ管理公社として一定の公益性を持ちながら公の施設を概ね適切に管理運営してきた。

　　　　　　また、独占的な事業運営ではあったが、利用者の公平・公正な利用の確保、安全・安心な施設管理を最大のセールスポイントとして業務を執行することができた。

　　　　　　下関市では、公の施設の管理運営だけでなく、その他の委託事業についても、比較的安価で、市のコントロールが可能な組織として管理公社をある意味便利に利用してきたことは否定できない。

　　　　②管理公社自体の存続意義
管理公社自体の存続意義については、外部有識者からなる経営検討委員会で、廃止も含め、存続意義と今後のあり方について綿密に協議、検討された。その結果、必要な対策を講じることを条件に、今後も管理公社を存続すべきとの判断がなされた。
管理公社自体の存続意義について、下関市の認識は次のとおりである。
ア）誠実で実績のある管理運営者、暫定的な役割、補完的な役割
（ｱ）公の施設の優れた管理運営者の役割

　　　　　　　　 長府毛利邸、火の山ロープウエイなど一部の施設では専門性を発揮し、優れた管理運営を行っている。ただし、優れた専門性やノウハウが組織的に共有されていない。

（ｲ）暫定的な役割

管理公社は長年にわたり公の施設の管理運営を行ってきたことにより、下関市の求める水準を満たした管理運営をすることが可能な人材を確保することに長けており、新たな事業開始時など本格的な指定管理者による管理運営に移行するまでの間、当面の管理運営の委託先として、これまで下関市の要望に十分に応えてきており、この暫定的な役割は今後も必要と考えられる。
【菊川温泉プール】
下関市では、菊川温泉プールについて、平成25年度から隣接するサングリーン菊川と一緒に指定管理者による管理運営を行う方針である。このため、平成24年度においては、指定管理者としての指定期間が平成24年6月から平成25年3月末までの10ヶ月間という短い期間となり、非公募での選定により管理公社と財団法人菊川建設労働者福祉センターとのJV（共同事業体）が指定管理者に選定された。

【スポーツセンター】

　下関市では、平成25年度から、下関陸上競技場も含めた8つの体育施設について指定管理者制度を導入する方針である。平成24年度については、管理公社が随意契約によりスポーツセンター（下関陸上競技場を除く7つの体育施設）の管理運営業務を受託した。

【山口県駐車場】

　山口県道路公社が平成24年3月末で解散となり、それまで山口県道路公社が管理していた下関市内にある3つの駐車場の管理運営業務を管理公社が受託することとなった。
（ｳ）補完的な役割
　　　指定管理者制度において、現在の指定管理者が、経営状況の悪化などの理由により、指定の取消しがされた場合や、指定管理者を公募したが応募がなかった場合への対応、更には、公募に対し民間事業者の応募はあったが下関市内に事業所がなく迅速な対応や安全の確保という公の施設の根幹をなす部分において十分な対応ができない可能性もあることなどから、管理公社には、その補完的な役割が期待される。

　　【長府体育館、市民プール、彦島体育館】

　平成22年度に指定管理者を公募し、民間事業者の応募はあったが、下関市内に事業所がなく、安全管理の面で、管理公社が高く評価され指定管理者として選定された。
イ）サービス低下の抑制

長年にわたり、公の施設の公平・公正な利用の確保、安全・安心な施設管理に重点を置いてきた管理公社が競争相手として存在することで、民間事業者による管理運営となった場合でも、そのサービス低下を間接的に防ぐことになる。

ウ）公益上の必要性

公の施設の管理運営には、採算性は低いが必要不可欠な事業があり、その事業について一定のサービス水準を維持しながら効率的な経費で実施する必要があり、その役割を担う管理公社が必要である。
　【勤労青少年ホーム、勤労者総合福祉センター】

平成22年度に指定管理者を公募したが、管理公社以外の応募はなかった。
（５）管理公社の採算性等の検討
　　　　①採算性の検討

　　　　　　管理公社の平成20年度から平成23年度の収支等の状況（決算ベース）は次の表のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　度
	事業活動収支差額(経常収支）　
	投資活動収支差額(経常外収支)
	当期収支差額
	返還金の金額

	H20年度
	▲１０，５６０
	１０，９５９
	３９８
	９６，５００

	H21年度
	▲２０，０４９
	１８，５７７
	▲１，４７２
	１１９，０４７

	H22年度
	▲２７，９２９
	２６，２８３
	▲１，６４６
	１１６，８５９

	H23年度
	▲３９，２９９
	１７，８２４
	▲２１，４７５
	２，３３０


　　　　　　平成20年度から平成23年度までの管理公社の収支状況を見てみると、上の表のとおり、事業活動収支差額（一般企業の経常収支に該当）が４年連続赤字となっており、総務省の通知に基づいて判断した場合は、採算性はないということになる。これは退職した職員に対して支払われた退職手当が事業活動支出に含まれているためであり、高額な赤字となっている。
しかし、支払われた退職手当と同額を、事業活動収入とは別の投資活動収入（一般企業における経常外収支に該当）の退職給付引当資産取崩収入として計上するため、当期収支差額（一般企業における当期純利益に該当）は平成20年度398千円の黒字である。また、平成21年度、22年度は赤字になっているものの、本来業務である指定管理者事業や受託事業が赤字というわけではなく、福利厚生事業特別会計における人間ドックの助成などの福利厚生事業に係る支出を主な原因とするものである。
さらに、平成23年度の事業活動収支差額の赤字については、満珠荘事業の開業資金と福利厚生事業を主な原因として高額な赤字計上となっているものであり、この満珠荘の開業資金については平成23年度限りのものである。
以上のことから、採算性の有無について、総務省の通知では経常収支のレベルで判断するため「採算性なし」となるが、経営検討委員会としては、当期収支差額及び返還金の金額を加味すれば「現時点での採算性は何とか保たれている」と判断しており、下関市としても、経営検討委員会と同様に判断する。
　　　　②内部留保の状況
　　　　　　前述したとおり、管理公社の一般会計は、予算の剰余金返還が実費弁償による事務処理の受託等（法人税基本通達15-1-28）に該当するため、収益事業としないとの下関税務署長の確認を平成25年度まで得ている。
また、下関市との指定管理者制度に係る基本協定又は年度協定、業務委託契約において、実費精算方式の採用による剰余金の返還を定めており、毎年度終了後に剰余金を下関市に返還してきている。
このため、管理公社には内部留保が少なく、また、融資の担保となる資産もないことから、事業を失注した場合には、一気に経営状況が悪化する可能性が高い。

　　　　③退職給付引当金
　　　　　　管理公社では、上記②「内部留保の状況」で示したとおり、下関税務署長から一般会計については収益事業としないことの確認を得ている。このことにより、管理公社の一般会計において、内部留保できる金額については一定の上限が定められており、その限度を超えたものについては課税対象とされることとなっている。

　　　　　【内部留保できる金額の上限】
「当該年度末時点での一般会計に係る事業費総額の12分の１
（1か月分の運転資金）＋以後4年間に発生する退職手当見込額の一部」と定められている。
　　　次に示す「内部留保可能額の例」の仮定１～仮定３の下で算定した場合の内部留保可能額は5千万円であり、管理公社では財務諸表上で、この内部留保可能額を全額退職給付引当金として計上している。

なお、毎年退職者に支払われる退職手当は、この退職給付引当金を取り崩して支払うこととしており、取崩しにより減少した退職給付引当金については、当該年度の事業費から繰入れ、積立てることとしている。

【内部留保可能額の例】
　　　　　仮定１：当該年度の年度末の事業費総額を4億8千万円とする。

　　　　　仮定２：当該年度の翌年から毎年1名ずつ定年退職するものとする。
　　　　　仮定３：定年退職手当の見込額は1人当たり500万円とする。
　　　　　　運転資金　480,000,000×1/12＝40,000,000
　　　　　　退職手当　　

翌年度退職見込の4/5　5,000,000×4/5＝4,000,000
　　　　　　　2年後退職見込の3/5　5,000,000×3/5＝3,000,000
　　　　　　　3年後退職見込の2/5　5,000,000×2/5＝2,000,000
　　　　　　　4年後退職見込の1/5　5,000,000×1/5＝1,000,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　50,000,000円
　　　　

管理公社では、退職給付引当金の取崩収入は、収支計算書上では投資活動収入として計上しているため、株式会社における経常外収入の取扱いとなるが、退職手当の支払い及び退職給付引当金への繰入については事業費支出として計上しているため経常費用の取扱いとなっている。

このため、経常収支に当たる事業活動収支差額については、当該年度に支払った退職手当の金額分については、必ず赤字計上される形となっている。

管理公社の経営状況は、決して良いとはいえない状況ではあるが、45頁の①「採算性の検討」において、総務省の通知では「採算性なし」となるにもかかわらず、経営検討委員会及び下関市が、「現時点では何とか採算性が保たれている」と判断したのはこのためである。
④収支の状況
　　　　　　管理公社の事業収入の大部分を占める指定管理者事業及び受託事業については、下関市との基本協定などに基づき、実費精算方式を採用しているため、事業ごとに剰余金が発生した場合は下関市に返還し、管理公社の一般会計では収支均衡となっている。

このため、現在、受託している事業が、今後も継続して受託が可能であるならば、収支はほぼ均衡のまま推移することが予測される。
一方、管理公社では、職員の比率が高く、事業を失注した場合の雇用調整が困難であるが、管理公社の事業は公の施設の管理運営が主体であり、事業支出の大部分（約65％：平成24年度予算）を人件費が占めている。このことから、今後、収支が赤字となるか否かは、事業を継続して受託が可能か否かに大きくかかっている。
（６）将来の経済環境、下関市の財政環境の予測等
　　　　①下関市の平成24年度予算（概括）について

　　　　　　現在の我が国社会経済情勢は、従来の課題である成熟社会に応じた産業構造への転換が遅れていることに加え、東日本大震災、原発事故と電力制約、円高、世界的な金融市場の動揺などの新たな危機に直面している。
　　　　　　このような環境の中で、本市においても景気低迷による個人所得の減少や、企業撤退等により依然として厳しい雇用情勢が地域の経済に大きな影響を及ぼしている。また、少子・高齢化に加え、港町としての地理的要因が、生産年齢人口の減少につながっているという指摘もある。
　　　　　　このため、これらの情勢に適切に対応していくとともに、下関市の「元気」をさらに加速させるため、平成24年度は市政経営のキーワードを「元気・前進！下関」とし、後期基本計画に掲げる「地域創造プロジェクト」など6つの重点プロジェクトを着実に推進している。特に限られた財源を最大限に有効活用するため、メリハリのある選択と集中により、市民が主体となって地域の活力を高める「地域内分権の推進」、日本再生の一旦を担い景気の底上げを図る「経済の活性化」、歴史ある港町としての強みと下関ブランドを活かした「交流人口の拡大」、市民の安心・安全を災害から守る「地域防災の強化」の4点に重点を置いた予算編成としている。

　　　　　　平成24年度予算の概括は次のとおりである。
概　　　括
・会計別予算規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

	区　分
	平成24年度
	平成23年度
	増 減 額
	増 減 率 ％

	一 般 会 計
	119,210
	124,990
	△ 5,780
	△ 4.6

	特 別 会 計
	76,933
	97,678
	△ 20,745
	△ 21.2

	計
	196,143
	222,668
	△ 26,525
	△ 11.9

	企 業 会 計
	55,580
	38,605
	16,975
	44.0


・歳入歳出の状況（一般会計）
	区　　分
	平成24年度
	平成23年度
	増 減 額
	増 減 率％

	　市　　　　税
	33,207
	33,575
	△ 368
	△ 1.1

	
	うち市民税
	15,396
	14,747
	649
	4.4

	
	うち固定資産税
	14,002
	15,059
	△ 1,057
	△ 7.0

	国・県支出金
	23,063
	25,788
	△ 2,725
	△ 10.6

	市　　　　債
	13,331
	17,118
	△ 3,787
	△ 22.1

	その他の収入
	49,609
	48,509
	1,100
	2.3

	歳　　　　入
	119,210
	124,990
	△ 5,780
	△ 4.6

	市税については、個人市民税が年少扶養控除廃止に伴い増額となる一方で、評価替えに伴い固定資産税が大幅な減少となったことにより、全体で3.7億円減少している。
　国・県支出金及び市債の減少については、投資的経費の減少のほか、県補助金においては国体関係補助金の減少や緊急雇用創出事業交付金の減少により、また市債においては海響館借換債の減少によるものである。
　その他の収入の増加については、基金の取崩しや商工関係貸付金元利収入の増加などによるものである。


	区　　　分
	平成24年度
	平成23年度
	増 減 額
	増 減 率％

	人　 件　 費
	21,936
	22,543
	△ 607
	△ 2.7

	扶　 助　 費
	26,130
	26,394
	△ 264
	△ 1.0

	投資的経費
	12,493
	14,655
	△ 2,162
	△ 14.8

	
	うち普通建設事業
	12,477
	14,563
	△ 2,086
	△ 14.3

	
	うち補助事業
	6,008
	7,243
	△ 1,235
	△ 17.1

	
	うち単独事業
	6,469
	7,320
	△ 851
	△ 11.6

	公　 債　 費
	13,801
	16,010
	△ 2,209
	△ 13.8

	そ　 の　 他
	44,850
	45,388
	△ 538
	△ 1.2

	歳　　　　出
	119,210
	124,990
	△ 5,780
	△ 4.6

	　人件費の減少については、職員数の減少や緊急雇用創出事業の減少などによるものである。
扶助費については、障害者自立支援費や生活保護費が増加したが、子ども手当の制度が見直されたことによりほぼ前年度並みの規模になった。
　投資的経費の減少については、長府駅周辺整備事業、老人休養施設建設事業、市立大学新校舎等建設事業が完了したこと等により減少している。
　公債費の減少については、海響館借換債の影響等によるものである。この影響を除けば、約６億円の増加となっている。


・基　金　残　高（定額運用基金を除く）
	
	財政調整基金
	減債基金
	特定目的の基金
	合　　計

	平成23年度末見込
	7,768
	976
	10,685
	19,429

	取 崩 額
	2,000
	600
	597
	3,197

	積 立 額
	
	
	810
	810

	平成24年度末見込
	5,768
	376
	10,898
	17,042

	　基金については、財政調整基金、減債基金のほか、福祉施設等運営基金3.3億円、合併振興基金1.2億円、過疎地域自立促進基金0.4億円など計32.0億円取り崩す一方で、合併振興基金8.0億円など計8.1億円積立を行うことで、差引基金残高は23.9億円減少し、年度末残高は170.4億円の見込となっている。


・市　債　残　高（一般会計）　
	
	通　常　債
	特　別　債
	市　債　残　高

	平成23年度末残高見込
	83,136
	39,443
	122,579

	借 入 額
	8,231
	5,100
	13,331

	償 還 額
	9,275
	2,632
	11,907

	平成24年度末残高見込
	82,092
	41,911
	124,003

	　臨時財政対策債の借入により全体として市債残高は増加するものの、通常債においてはプライマリーバランス（返す以上に借りない）を維持することで残高が減少している。


　　　　②財政健全化プロジェクト（Ⅰ期計画）について

　　　　　　現在の我が国は、東日本大震災と原発事故を契機としたエネルギー政策の転換や、超高齢社会の到来といった様々な困難に直面している。

下関市ではこれまで、定員管理の適正化による職員数の削減や、市税収納率向上アクションプランに基づき、収納率の向上に努めてきたが、景気低迷による個人所得の減少や人口減少による市税収入の減少に加え、平成27年度以降は合併特例期間の終了に伴う普通交付税の減少が確実な状況である。歳出面では、高齢化の進展による社会保障関係費の増加等により義務的経費が増大することが見込まれ、中期財政見通しでは、平成24年度以降財源不足が拡大していく傾向にある。
　　　　　　　下関市では、これらのことを踏まえ、歳入歳出両面からの財源確保の取組みを推進していくため、平成24年9月に、平成25年度から平成27年度の3年間を対象とした「財政健全化プロジェクト（Ⅰ期計画）」を策定したところである。　

（７）管理公社の抜本的処理策の5つの選択肢(何がベストか)についての検討
　　　　　管理公社の抜本的処理策の選択肢については、「解散・清算」、「改革なしに存続」、「改革して再生」に大別できる。また、「改革して再生」は、「総務省の通知に沿った改革」、「管理公社独自の改革」、「管理公社が他団体と連携して改革」に区分できる。

　　　　　よって、選択肢を次の5つに整理して検討を行う。

　　　　①抜本的な改革を行わずに計画的に解散・清算する
　　　　②抜本的な改革を行わずに民間事業者との競争に臨む

　　　　③期限を切って総務省の通知に沿った抜本的な改革を行い、民間事業者との競争に臨む
　　　　④管理公社が独自に抜本的な改革を行う
　　　　⑤管理公社が施設運営の専門家とJV等で連携し、経営や管理運営のノウハウ等を得て改革する

　　　　　なお、管理公社が株式会社化して経営の自由度を増した上で抜本的な改革を行うという選択肢も考えられる。しかし、抜本的な改革を直ちに行う必要があること、又、現時点では出資者を全く想定できないため、選択肢としていないが、中期的にはその可能性を全く排除するものではない。
①「抜本的な改革を行わずに計画的に解散・清算する（＝計画的解散案）」の検討

　　　　　管理公社が抜本的な改革を行う意思がないとき、下関市又は管理公社が抜本的な改革の効果が全く見込めないと判断するときは、この案が有力な選択肢となる。
　　　　　管理公社を解散・清算する場合は、次のような問題点がある。
　　　　ア）指定管理者の再選定、再指定
　　　　　　　管理公社の実施している指定管理者事業について、8つの事業は平成27年度末までが指定期間となっている。満珠荘事業については平成28年度末、下関市運動公園内7体育施設及び下関市フットサル場（以下「運動公園体育施設等」という。）事業は平成27年度末までとなっている。

平成24年度から平成28年度のいずれかの年度末のタイミングにおいても、管理公社を解散・清算する場合には指定管理者を再選定し再指定が必要となる。しかし、再選定を行うに当たっては、前回の指定管理者の公募の際に9施設の内3施設（勤労青少年ホーム、勤労者総合福祉センター、長府毛利邸）については、管理公社以外の応募がなく、1施設（満珠荘）については、応募はあったが募集条件を満たしていなかったことに留意する必要がある。これらの施設については再選定をするために公募したとしても、応募者がいないという場合も起こり得る。
　　　　　　　また、前回の公募で競合先はあったものの、市内に事業所がなく、迅速な対応や、安全性の確保といった公の施設の根幹をなす部分において、十分な対応ができない可能性があることから管理公社が選定された例もあり、再選定・再指定により現在提供しているサービス水準が低下する恐れもある。

　　　　　　　公の施設は、利用者である市民へのサービス提供が主目的であり、特別な場合を除き、指定管理者のなり手がいないことを理由に、休止や閉鎖をすることができない。指定管理者のなり手がない場合、下関市の直営という選択肢も残されてはいるが、その場合、下関市の所管課が公の施設の管理運営に関するノウハウを持った適切な人材を確保できず、市民へのサービス水準の低下を招く恐れもある。
　　　　イ）施設管理等に関するノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下
　　　　　　　管理公社では、ノウハウの蓄積や共有化等が組織的に行われていないという問題点はあるものの、長年にわたり公の施設の管理運営事業や受託事業を実施してきており、事業所ごとに見ると専門性やノウハウの蓄積がされている事業所もある。
特に受託事業である火の山地区観光施設事業の火の山ロープウエイについては、その運行や設備のメンテナンスには熟練した技術が必要であり、また長府毛利邸事業での「おもてなし力」の発揮は高い評価を受けているところである。
管理公社を解散・清算した場合、一部の公の施設では、高いノウハウや熟練した技術を有する優秀な人材が流出することとなり、これまでと同水準の市民サービスが提供できるか非常に懸念される。少なくとも火の山ロープウエイについては、運行に支障をきたす可能性が高い。
　　　　ウ）退職手当の財源不足
　　　　　　　「２．管理公社の現状分析　９）管理公社の課題問題点　⑦財務の面」（P37）などで述べたとおり、管理公社の退職給付引当金は大幅に不足している状況である。また、下関市公営施設管理公社職員退職手当規程では、整理による退職の場合は、正規の退職手当に1割を加算するものとしており、解散・清算した場合には退職手当の財源不足はさらに拡大することとなる。管理公社を解散・清算した場合、下関市と管理公社との関係は完全に終了することとなるが、退職手当の財源をどうするかが大きな問題となる。
管理公社では、設立の経緯や下関市との関係などから、実費精算方式により一般会計の剰余金を下関市に返還してきた。返還金の実績について、下関市に指定管理者制度を本格的に導入した平成18年度から平成23年度までの合計は、435,481千円となっている。

また、平成14年には、収益事業である売店特別会計の内部留保の一部を観光振興基金への積立として下関市に寄付した（管理公社から下関市へ約34百万円を寄付し、その内10百万円を下関市から管理公社へ出えんし、管理公社の基本財産は1百万円から11百万円に増額された。）。
これらのことも含めて、管理公社では、解散・清算することになった場合に必要となる退職手当の財源が大きく不足している状況である。
　　　　　　　何とか採算性を有している段階の管理公社を下関市が主導して解散・清算した場合、退職手当の1割加算を含め、職員の退職手当の不足額について下関市に責任はないとは言えない。

　　　　　　　なお、仮に下関市が、不足する退職手当の財源を負担することになったときは、退職手当に1割加算される。平成24年度末で全職員が退職した場合には、必要となる退職手当の額は152,225千円、1割加算すると167,447千円となる。平成23年度末時点での退職給付引当金と正味財産の合計額は106,409千円である。
　　　　　　　平成24年度末の退職手当の必要額と平成23年度末時点での退職給付引当金と正味財産の合計額を比較すると不足額は45,816千円（整理退職の場合は61,038千円）と拡大している。
　　　　エ）職員の再就職、解散・清算事務
　　　　　　　平成24年10月1日時点での管理公社の職員は59人（役員及び嘱託は含まない。）である。MCSの撤退などにより下関市内の雇用環境は厳しい状況にある。管理公社を解散・清算した場合、下関市発の雇用問題を引き起こすことになり、また管理公社による再就職先の斡旋は非常に困難となることが予測される。

　　　　　　　退職手当の不足額の支援以外の公的支援等の内容としては、本人及び管理公社役員による活動だけでは再就職が決まらない場合に、下関市職員による再就職先の斡旋活動の側面支援が考えられる。また、管理公社の解散・清算事務の側面支援も必要になると考えられる。
　この場合、少なくとも1名の下関市職員が1年間をかけて0.5人役により活動することが必要になると想定する。
　　　　　　　再就職先の斡旋活動等の側面支援をすることとなった場合は、間接的にではあるが、下関市職員0.5人役（約3,650千円、一般行政職1人当たり×0.5人）の人件費を側面支援の経費として想定する。
　　　　オ）まとめ

　　　　　　　以上のように、「①計画的解散案」の場合は、計画的に解散・清算を行うため、指定管理者の再選定・再指定についての混乱は比較的少ないものになると予測されるが、一部の公の施設においては市民サービスの著しい低下が起こる。また、下関市の主導による解散・清算となれば、下関市として退職手当の財源不足への対応や、管理公社の職員の再就職、解散・清算事務に対する側面支援が必要となることが想定される。
　　　②「抜本的な改革を行わずに民間事業者との競争に臨む（＝改革なしで存続案）」の検討

　　　　　管理公社が抜本的な改革を行わずに民間事業者との競争に臨んだ場合、事業内容も組織体質等も現状維持のまま競争に臨むことになる。管理公社は懸命な努力を行うと見込まれるが、生き残るか否かは運任せとはならない。
　　　　　まず問題となるのは受託事業である。管理公社では職員比率が高く、全国の中小企業平均と比較して１人当たり人件費（職員・嘱託）が高い傾向にある。
このため、価格競争力は民間事業者に比べ弱い。随意契約を継続せず入札による価格競争になった場合は、受託事業を失注する可能性が高い。特に事業規模の大きな粗大ゴミ等受付センターを失注した場合は、「２．管理公社の現状分析　７）財務分析・事業分析　③ケース別シミュレーション」のケース１（P31）の状況となることが予測される。
　　　　　ケース１となった場合は、事業を失注した年度に、約３千万円の赤字となり、その翌年度には資金不足、２年後には債務超過に陥ることが予測される。

　　　　　管理公社には、担保となる資産もなく、また、下関市による債務保証は認められていないため、金融機関からの借り入れもできないと思われる。このため、管理公社は事業の失注後、早急に大幅な雇用調整や給与削減などの経営合理化を行う必要が生じる。
　　　　　このような事態に陥った場合は、有能な職員から辞めて行くことも予想される。その結果、管理公社の事業運営に大きな支障をきたし、管理公社の組織としての運営ができなくなって、ある程度計画的に年度末をもって解散・清算することに至るとは限らず、年度途中においても、否応なく業務の一部不能に至り、そして解散・清算となる可能性は十分ある。

　　　　　この時点で解散となった場合は、「①計画的解散案」（P51）で述べた、指定管理者の再選定・再指定、施設管理等のノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下、職員の再就職だけでなく、既に資金不足、又は債務超過に陥っていることも予測される。管理公社の資産は大幅に減少しており、職員の退職手当は不足ではなく、全く支給できない可能性もある。
　　　　ア）指定管理者の再選定、再指定
　　　　　　　管理公社の経営状況の悪化を原因として事業運営に支障をきたし、計画的に、事業の一部停止又は管理公社による指定管理者の指定の取消しの申出があるときは、「①計画的解散案」と同様の問題が起こる。
特に年度途中に、事業の一部不能に至り、解散・清算の道を歩むことになる場合、指定管理者の再選定・再指定については、「①計画的解散案」の場合に比べ、さらに困難となることが予想される。指定管理者の選定から指定の手続きについては、一定の期間が必要である。新しい指定管理者が再選定・再指定されるまでの間、一時的に下関市の直営により施設の管理運営を行わなければならない可能性が非常に高くなる。
　　　　イ）施設管理等に関するノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下

　　　　　　　管理公社の経営状況の悪化を原因として、有能な職員が退職した場合には、管理公社の事業運営に大きな影響をきたすとともに、ノウハウと人材の流出による市民サービスの低下が非常に懸念される。

また、年度途中に、管理公社の組織運営ができなくなり、解散・清算となった場合には、上記ア）のように、新しい指定管理者が再選定・再指定されるまでの間、一時的に下関市の直営による管理運営を行う可能性が高い。その場合、ノウハウを持った適切な人材を確保できず、市民へのサービス水準の低下は避けられないものとなる。

　　　　ウ）退職手当の財源不足

　　　　　　　管理公社の組織運営ができなくなり、年度途中に解散・清算となる場合には、「①計画的解散案」の場合に比べ、さらに厳しい状況となる。経営状況の悪化から、退職手当の支払いができない状況となっている可能性が非常に高い。
管理公社は抜本的な改革を行わないため、退職手当の支給は管理公社の自助努力により行われるべきである。
仮に下関市が、不足する退職手当（平成23年度末時点で41,341千円）の財源を負担することになったときは、「①計画的解散案」で示した45,816千円（整理退職の場合は61,038千円）ではなく、「②改革なしで存続案」の場合は、経営状況の悪化を原因として資金不足に陥り、内部留保を職員の給与支払いなどの運転資金に充てることになり、不足額はさらに増えることが予測される。また、「２．管理公社の現状分析　７）財務分析・事業分析　③ケース別シミュレーション」のケース１（P31）の状況となった後も引き続き事業を継続し、2年後に債務超過に陥った場合には、内部留保を全て費消した状態となり、152,225千円（平成24年度末時点で職員全員が退職した場合に必要となる退職手当額。）以上の支出が必要となる。
　　　　エ）職員の再就職、解散・清算事務
職員の再就職については、退職手当が支払われない場合や、大幅に減額されることも想定されるため、「①計画的解散案」の場合以上に早急に対策を行う必要がある。また、ある程度計画的な解散・清算ではないため、再就職への準備期間もなく、管理公社職員の再就職はさらに厳しいものとなることが予測される。
　　　　　　　以上のように、管理公社が抜本的な改革を行わずに民間事業者との競争に臨んだ場合は、「①計画的解散案」と比べてはるかに多くの問題が起こることが予測される。この状況の中で、退職手当の不足額の支援以外の公的支援等の内容としては、「①計画的解散案のエ）職員の再就職、解散・清算事務」（P53）と同様に下関市職員による再就職先の斡旋活動の側面支援及び、管理公社の解散・清算事務の側面支援が必要となると考えられる。

この場合は、下関市職員による斡旋活動等の側面支援も1人役による活動が必要となる可能性が高い。
　　　　　　　再就職先の斡旋活動等の側面支援をすることとなった場合は、間接的にではあるが、下関市職員1人役（約7,300千円、一般行政職1人当たり×1人）の人件費を側面支援の経費として想定する。

　　　　オ）まとめ
　　　　　　　以上のように「②改革なしで存続案」の場合は、受託事業の失注を原因として、一気に経営が悪化する可能性が高い。年度途中で解散・清算することになると、指定管理者の再選定・再指定に大きな混乱を起こし、管理公社が実施している指定管理者事業及び受託事業の全てにおいて市民サービスの低下が起こる。また、退職手当の財源不足額も増大することが見込まれる。さらに、管理公社職員の再就職先の斡旋等の側面支援等についても、「①計画的解散案」と比較して、より緊急性が増すとともにより困難な状況となることが想定される。
　　　③「期限を切って総務省の通知に沿った抜本的な改革を行い、民間事業者との競争に臨む（＝総務省通知に沿った抜本的な改革案）」の検討
　　　　　経営検討委員会の答申で述べられた2年間（平成25年度と平成26年度）の改革期間中に抜本的な改革が完了している場合は、給与体系の見直し、適正な人員配置、新規事業の開拓などにより競争力は向上し、経営基盤の安定化が図られ、仮に3つの受託事業（粗大ごみ等受付センター、唐戸市場駐車場、美術館）を失注した場合でも、かろうじて採算性を保つことが見込まれる。
　　　　　指定管理者事業についても、抜本的な改革の実施により、次期の指定管理者の選定においても管理公社が勝ち抜ける体制になっていると考える。
　　　　　しかし、このような状況になるためには、管理公社による自助努力のみでは非常に困難である。下関市による公的支援等が必要であり、次のものが想定される。

　　　　ア）現在の対応

（ｱ）受託事業における随意契約の継続

　　　　　　　改革には期間が必要であり、経営検討委員会ではその期間を2年間（平成25年度～平成26年度）としている。また、「下関市への提言」において、改革を進めるための前提条件として、現時点で管理公社が実施している事業については、改革の完了期限である平成26年度末までは現状通り維持させるよう特別な配慮を求めている。さらに、このことは、公の施設の良好な運営に必要な施策であり、市民のための施策であるとしている。

「２．管理公社の現状分析　７）財務分析・事業分析　③ケース別シミュレーション」のケース１（P31）のとおり、平成25年度の粗大ごみ等受付センター事業を失注すると、管理公社は急速に経営が悪化し、抜本的な改革をすることなく解散・清算の道を歩み出す。

　　　　　　　よって、抜本的な改革を実施するには、改革期間中において、現在の受託事業の随意契約の継続が必要である。
　　　　イ）採算性を保ち、指定管理者の選定に勝ち抜ける体制となるために必要となる公的支援

　　　　（ｱ）実費精算方式の廃止

　　　　　　　経営検討委員会は「実費精算方式による返還金の制度により、管理公社では必要な内部留保ができず、民間事業者では当然のことであるはずの将来の開発費にコストをかけられないという現状がある。この経営姿勢が変わらない限り、管理公社の体質改善はあり得ないので、早急に廃止を検討すべきである。」としている。

　　　　　　　この実費精算方式の下では、管理公社が人件費の削減や経費の節減などの経営合理化の努力を行ったとしても、努力の結果生じた剰余金は全て下関市へ返還することとなり、管理公社職員の経費節減の意欲向上につながらない。
　　　　　　　管理公社の抜本的な改革を実施するには、現在の実費精算方式を早急に廃止する必要がある。
　　　　（ｲ）教育研修の分野の改革推進
　　　　　　　管理公社は、改革の必要性は理解しているものの、「何をどの順番で素早く改革するのか」ということが不明確であり、また、これまで教育研修の改革の経験がないため、内部研修等では対応ができない状況である。

　　　　　　　外部の専門家を講師等として、職員の意識改革、リーダー養成、市民サービスの向上などについて、マインド研修を行い、徹底的に指導し、管理公社が積極的に改革に取り組むための教育研修を行う。
　　　　（ｳ）管理運営の専門性・ノウハウの分野の改革推進
　　　　　　　管理公社では、公の施設の管理運営について、事業所、職員個人によっては管理運営の専門性・ノウハウが蓄積されているが、組織的に「共有化」するなどの活用がなされていない。

　　　　　　　例えば、全国的に指定管理者事業を展開している事業者等を講師等として、施設ごとの課題・問題点の洗い出し、管理運営のノウハウの「標準化」と「共有化」などについてコンサルティングを行うことによって、管理公社が実施している事業について、公益性の向上と市民サービスの向上を図る。
　　　　（ｴ）経営の分野の改革推進
　　　　　　　経営者は、「自社がどのような武器を持って、どの分野をどのように攻めるのか」を常に考えているとされている。これまでの管理公社の役員は、下関市職員のOB又は現職の下関市の部局長クラスの職員であり、事業の発注者として当該事業については精通しているものの、経営力や経営に関する専門的なノウハウを有しているとは言えない状況である。また、これまで経営や管理運営の専門家を有効活用した経営改革も行われてこなかった。
職員の給与体系や就業規則などについても、下関市の例を参考にして作成されたものであり、施設の管理運営を行う業界の水準や管理公社の業務特性に応じたものではなかった。

　　　　　　　このため、中小企業診断士や税理士などの企業経営や財務に関する専門家により、民間事業者との競争に勝ち抜くための競争戦略、制度改革などについてのコンサルティングを行い、一定の内部留保が可能となるような経営体制を築く。また、社会保険労務士により給与体系、就業規則などの見直しを行い、管理公社職員の能力が十分に発揮できる体制を作る。
　　　　ウ）改革の費用を管理公社の内部留保金で実施する可能性について

（ｱ）管理公社の内部留保金で改革の費用をまかなうこととした場合は次のようなことが予測される。
　　管理公社の内部留保は、「２．管理公社の現状分析　９）管理公社の課題・問題点　⑦財務の面」（P37）で述べたとおり、平成23年度末時点で、95,003千円（満珠荘の厨房設備など設備に係る固定資産（10,076千円）と、満珠荘及び売店における在庫に係る流動資産（1,330千円）を除く。）である。また、平成24年12月末時点では、満珠荘での赤字を主因として約10,000千円減少し、約85,431千円となっている。

この内部留保金で改革の費用（約1,300千円）をまかない、管理公社が独自に抜本的な改革を行うことは可能であるように思える。

しかし、次のとおり、管理公社の資金計画や、改革による収益向上のタイミング、事業失注リスクへの準備について考えると、管理公社が、内部留保金を取り崩して改革を行うことは非常に困難であると判断する。
ａ）資金計画（支払い状況）について
　　　　　　　　管理公社での支払い状況は次のとおりである。

　　　　　　（a）職員給与、アルバイト賃金、社会保険料

　　　　　　　　通常月：約23,680千円

　　　　　　　　賞与月：約50,960千円（6月と12月の平均、例月給与も含む）
　　　　　　（b）物件費等（消耗品費、委託料など人件費以外の支払）

毎月　：約18,410千円

　　　　　　　　上記（a）（b）のとおり、通常月で約42,090千円、賞与月には約69,370千円の支払いが発生している。下関市からの指定管理料や委託料は現金で入金されるため、現状では資金繰りに窮するという状態ではないが、事業の失注により収入が減少した場合や、利用料金制である満珠荘事業、サングリーン菊川事業において赤字が継続した場合は、一気に資金繰りが悪化する恐れがある。
ｂ）改革による収益向上のタイミング
改革の効果が収益に反映し内部留保の増加に繋がるまでには相当の期間が必要である。

平成26年度末までに改革が完了したとしても、直ぐに事業が増え収支が大幅に改善する状態ではなく、一気に経営状況が良くなるわけではない。平成27年に実施される指定管理者の次期選定において、確実に指定管理者の再指定を受けるとともに、各指定管理者事業の採算性と実費精算方式の廃止を十分に検討し、内部留保が可能となる経営体制、組織体制とすることが必要である。
ｃ）事業失注リスクへの準備
改革の完了期限（平成26年度末）を過ぎ、平成27年度に粗大ごみ等受付センター事業を失注した場合、当該年度で16,565千円の赤字、平成28年度には14,065千円の赤字になることが見込まれている（経営分析報告書P30参照）。収支均衡とするためには、大幅な給与削減などの経営合理化が必要となる。
しかし、このような事態に給与等の支払への不安が広がった場合は、有能な職員が給与の支払いに不安を感じ辞めて行き、その結果、管理公社の他の事業運営に大きな支障をきたし、管理公社の組織としての運営ができなくなる可能性があることは「②改革なしで存続案」（P54）で述べたとおりである。

　　　　（ｲ）新たに獲得した内部留保により、管理公社が独自に抜本的な改革を行うこととした場合には、次のようなことが予測される。

ａ）管理公社の平成25年度の事業について
管理公社の指定管理者事業について、平成24年に実施された指定管理者の公募において、サングリーン菊川・菊川温泉プール（以下「サングリーン菊川等」という。）は、平成25年度から平成29年度までの5年間、運動公園体育施設等は、平成25年度から平成27年度までの3年間の指定管理者として選定されたところである。
サングリーン菊川等の指定管理者事業については、管理公社は既に、平成24年6月から財団法人菊川建設労働者福祉センターとのJVにより菊川温泉プールの指定管理者となり、サングリーン菊川等の業務の一部業務を実施している。サングリーン菊川についての事業が増えることにはなるが、同事業は指定管理料と利用料金制の併用で行われることになり、事業リスクを負担しなければならない。
現在、サングリーン菊川の指定管理者である財団法人菊川建設労働者福祉センターの平成22年度の決算状況は収入が約119百万に対し、支出が123百万と約4百万の赤字、平成23年度では収入が約123百万、支出が約128百万で約5百万の赤字を計上している。また、平成24年度も約3百万の赤字見込みであり大変厳しい経営状況であることが窺える。
また、運動公園体育施設等の指定管理者事業についても、下関市陸上競技場以外の7施設については、管理公社が、平成24年度から受託事業として実施している。このため、それほど大きな事業費の増加になることは見込めない状況である。
その他の指定管理者事業については、満珠荘事業が平成28年度まで、ふれあい健康ランド事業をはじめとした8事業については平成27年度までが指定期間となっている。

以上のことから、平成25年度においても、管理公社の事業については、平成24年度と比較して収益的には大きな変動はないものと思われる。ただし、満珠荘事業とサングリーン菊川等事業については、主に利用料金制による管理運営となっているため事業リスクがあり、それぞれが赤字にならないことが前提である。

しかし、サングリーン菊川事業については、前述したとおり現在の指定管理者においては、赤字が継続している状況であり、また、満珠荘事業については、開業効果が終息し、利用者数が伸び悩んでいることなどから、平成24年度については赤字となることが見込まれており、今後も利用者数が増加しない場合は赤字となる見込みである。サングリーン菊川事業及び満珠荘事業については、提供するサービスのさらなる向上を図り、リピーターの確保に努めるとともに、効率的なPR・広報活動、魅力的な自主事業の実施などにより、新規顧客の開拓が必要不可欠となる。

よって、平成25年度に抜本的な改革の費用を捻出するために新たに内部留保を積み上げることを見込むことは困難である。
ｂ）管理公社の平成26年度以降の事業見込みについて

上記ａ）のとおり、管理公社の指定管理者事業については、直近のものでも平成27年度末までは指定管理者の指定期間となっており、平成26年度については、平成24年度と比べて収益的には大きな変動はないと予測される。

ただし、平成27年度には、8事業について指定管理者の公募を迎えることになる。特に、指定管理料が高額で注目される施設でもあるふれあい健康ランド事業や、彦島体育館等事業、長府体育館等事業、市民プール事業などの体育施設、長府庭園事業などの観光施設については、指定管理者の選定において激しい競争となることが見込まれる。

管理公社においては、どの事業を失った場合でも大きな痛手を被ることになるが、特に事業規模の大きいふれあい健康ランドを失注した場合は、「２．管理公社の現状分析　７）財務分析・事業分析　③ケース別シミュレーション」のケース３（P31）のとおり、失注の2年後に資金不足、3年後に債務超過に陥る恐れがあることが指摘されている。
ｃ）国、他の地方公共団体に係る新規事業の開拓の見込みについて
管理公社が存続するためには、国や下関市以外の地方公共団体が設置する公の施設等（以下「他の公共団体等に係る事業」という。）の管理運営事業等の新規事業の開拓が必要である。
しかし、管理公社はこれまで長年にわたり下関市の公の施設の管理運営業務に携わってきてはいるが、これは管理公社の設立や、役員の任命など下関市と管理公社との密接な関係と管理委託制度によるところが大きい。現在の管理公社の経営体制、組織体制については、「２．管理公社の現状分析　９）管理公社の課題・問題点　⑥企画開発力・営業力の面」（P37）で述べたとおり、企画開発力、営業力、事業等の専門性、公益性が不十分である。抜本的な改革を行わない状態で他の公共的団体等に係る事業を新規開拓することは困難と考える。

よって、他の公共団体等に係る事業を新規開拓し、そこから得られる収益をもって抜本的改革を実施する費用に充てることを見込むことは困難である。
　　　　エ）指定管理者の再選定、再指定
　　　　　　　管理公社において、総務省の通知に沿った抜本的な改革が実施されるとともに、上記ア）イ）の公的支援等が実施され、指定管理者の選定に勝ち抜ける体制になっている場合は、管理公社の解散・清算には至らず、次期の選定年度まで指定管理者の再選定・再指定は必要ない。

　　　　オ）施設管理等に関するノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下
　　　　　　　管理公社の抜本的な改革による経営合理化等により、雇用の調整が生じると見込まれるが、ノウハウと優秀な人材の流出が生じる可能性は低い。
　　　　カ）退職手当の財源不足

　　　　　　　退職手当の財源不足については、抜本的な改革によっても直ぐに解消できるものではなく、必要となる金額を内部留保するためには長い期間をかけて確保していくことになる。

抜本的な改革と公的支援等が実施されることにより、管理公社が採算性を保ち、指定管理者の選定に勝ち抜ける体制となれば、退職手当の財源不足以外の問題は発生しないと思われる。退職手当については、今後、実費精算方式による返還金制度の廃止などにより、時間をかけて内部留保を増加させることは可能と考える。
　　　　キ）職員の再就職

　　　　　　　管理公社の経営合理化により雇用の調整が生じると見込まれるが、その規模は限られたものであり、大きな影響はないと考える。
　　　　ク）まとめ

以上のように「③総務省通知に沿った抜本的な改革案」の場合は、抜本的な改革と公的支援等がセットで実施される必要がある。また、改革の過程での雇用調整が発生することにはなるが、抜本的な改革が実施されれば、その他の面では影響を限定的なものにすることは可能であると見込まれ、市民サービスについても維持・向上が図られることとなることが予測される。
なお、平成26年度末において、抜本的な改革が達成されていない場合の下関市の対応については、その原因を調査し、管理公社での改革実施計画の見直しを行うことになる。当該見直しを行っても、抜本的な改革が達成される見込みがないと判断した場合には、公的支援等は廃止する。
以後、管理公社による自主的な組織運営に委ねるとともに、管理公社の経営状況を注視する。
　　　④「管理公社が独自に抜本的な改革を行う（＝管理公社独自の改革案）」の検討
この選択肢は、管理公社の自助努力によって抜本的な改革を行うケースである。企業であれば、自社が生き残るために改革が必要であれば、改革を独自の費用でまかない、自助努力により改革を推進することが当然と考えられる。
下関市の公的支援等（受託事業の随意契約の継続を含む。）なしに、上述してきた管理公社の課題・問題点を克服する改革を行うことは不可能とは言い切れないが、管理公社が抜本的な改革を行う前提として、受託事業における随意契約の継続は最低限必要である。
しかし、「何をどの順番で素早く改革する」か不明確な状況では、公的支援による専門家を有効活用することなしに、管理公社の課題・問題点のうち、教育研修の分野、管理運営の専門性・ノウハウの分野、経営改革の分野の抜本的な改革を行うことは、非常に困難と言わざるを得ず、大した成果を上げることができずに、改革の2年間が経過すると見込まれる。
また、自助努力で「③総務省通知に沿った抜本的な改革案」に掲げる改革を行うためには、管理公社の退職給付引当金や売店特別会計の内部留保で費用をまかなうか、新たな内部留保を獲得し、改革の費用をまかなうことになる。このことについては、「③総務省通知に沿った抜本的な改革案」で述べたとおり、管理公社の内部留保で改革の費用をまかなうことは困難である。
　　　　ア）指定管理者の再選定、再指定

　　　　　　　管理公社が独自に抜本的な改革を行う場合は、十分な改革が実施されるか否かが不透明であり、「②改革なしで存続案」で示した改革を行わない場合ほどではないとしても、解散・清算に進む可能性は否定できない。また、改革が不十分又は実施されない場合には、「②改革なしで存続案」と同じ状況となり、年度途中で事業の一部不能に至り、解散・清算の道を歩むことになる場合、再選定にあたって応募者がいない場合や、サービス水準の低下を招く恐れがある。また、一時的に下関市の直営による施設の管理運営を行わなければならない可能性が非常に高くなり、市民へのサービス水準の低下を招く恐れがある。
　　　　イ）施設管理等に関するノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下

　　　　　　　管理公社での独自の抜本的な改革の実施状況によることになるが、十分な改革が実施されず成果が上げられない場合は、解散・清算に進む可能性がある。また、改革が不十分又は実施されない場合は「②改革なしで存続案」と同じ状況となる能性もあり、万が一、年度途中の解散・清算となった場合には、その影響は全施設に及ぶこととなる。
　　　　ウ）退職手当の財源不足

　　　　　　　管理公社の組織運営ができなくなり、年度途中に解散・清算となる場合には、「①計画的解散案」の場合に比べ、さらに厳しい状況となる。「②改革なしで存続案」と同様に経営状況の悪化から、退職手当の支払い不能という状況となっている可能性が非常に高い。

下関市の主導による解散・清算ではないため、退職手当の支給は管理公社の自助努力により行われるべきである。

仮に下関市が、不足する退職手当の財源を負担することになったときは、「②改革なしで存続案」と同様に、経営悪化を原因として、内部留保を全て費消した状態であれば152,225千円（平成24年度末時点で職員全員が退職した場合に必要となる退職手当額）程度の支出が必要となることが想定される。
　　　　エ）職員の再就職、解散・清算事務
管理公社での独自の抜本的な改革の実施状況次第ではあるが、改革が不十分又は実施されない場合は、「②改革なしで存続案」と同じ状況になる可能性が高く、解散・清算へと進む。

この場合、再就職先の斡旋活動等の側面支援が必要となると想定する。職員の再就職については、退職手当の支払い不能や、大幅減額も想定されるため、早急に対策を行う必要がある。また、計画的な解散・清算ではないため、再就職への準備期間もなく、管理公社職員の再就職はさらに厳しいものとなることが予測される。
　　　　　　　再就職先の斡旋活動等の側面支援をすることとなった場合は、間接的にではあるが、下関市職員0.5～1人役（約3,650～7,300千円、一般行政職1人当たり×0.5～1人）の人件費を側面支援の経費として想定する。
　　　　オ）まとめ
　　　　　　　平成22年の3つの主要な指定管理者事業の失注により、現時点では、管理公社ではある程度の危機感があるが、平成25年度の事業見込みは平成24年度と比べて収益的には大きな変動はない見込みである。
　　　　　　　内部留保により費用を支出して抜本的な改革をすることが困難であるとすれば、現状維持の経営になるか、抜本的な改革とは言えない改革になる可能性が高い。管理公社が、現状のまま運営された場合は、職員の危機感も次第に薄れ、これまでと同様に受け身体質からの脱却が望めなくなる可能性が高い。

　　　　　　　改革が推進されなかった場合、受託事業の失注などを原因として一気に経営が悪化し、大規模な雇用調整又は給与の大幅な削減等を実施せざるを得なくなる。このことにより、職員の心理的動揺や有能な人材の流出などが起こり一気に経営基盤が弱体化して組織の運営が困難となることが予測される。最悪の場合、管理公社が年度途中に業務の一部不能に至り、解散・清算の道を歩むことになる。
　　　　　　　　解散・清算とならない場合においても、管理公社から有能な人材とノウハウが流出することにより、下関市が発注している指定管理者業務や受託業務について、業務の質の低下が避けられないものとなり、市民サービスの低下が懸念される。

　　　　　　　　以上のように、管理公社が独自に抜本的な改革を推進することとした場合は、上記「③総務省の通知に沿った抜本的な改革案」のように一定の公的支援の下で抜本的な改革を実施する場合と比較して、改革が不十分か、又は、結果的に改革が実施されないと見込まれる。

　　　⑤「管理公社が施設運営の専門企業とJV等で連携し、経営や管理運営のノウハウ等を得て改革する（＝民間企業との連携案）」の検討

　　　　　施設運営の専門企業とJV等で連携し、指定管理者事業を共同で実施する場合、管理公社の収入は減少せざるを得ない。管理公社職員が実地で施設運営の専門企業の日常的なノウハウを体験することにより、相手方の経営や管理運営のノウハウ等（の一部）を会得し、管理公社で実施する指定管理者事業に反映させることが可能となる。
　　　　　相手方にとっては、指定管理者の公募条件に市内要件がある場合や、遠距離のため、多くの人材を派遣することが困難な場合に、管理公社とのJVを組むことにより、現地での職員採用などを考えることなく新規事業の獲得が容易となる。

　　　　　このように、施設運営の専門企業とのJVについては、管理公社の収入減を除いて、一見双方にメリットがあるように思えるが、管理公社職員が意欲的に相手方のノウハウ等を会得し組織的に実践しなければ、相手方にとって管理公社は単なる現地雇用の現場要員となってしまう恐れがある。
　　　　　また、事業運営が順調に進み、相手方にとって一定の利益が得られる状況になれば、次回選定の際に強力なライバルとなる可能性もある。

　　　　　なお、管理公社が改革を行う前提として、受託事業における随意契約の継続は最低限必要である。

　　　　ア）指定管理者の再選定、再指定

　　　　　　　JVの相手方となる専門企業から施設の管理運営に関するノウハウを会得し組織的に実践することができれば、管理公社が解散・清算に向かう可能性は低くなり、指定管理者の再選定・再指定は必要なくなる。しかし、ノウハウの会得、組織的な実践ができず、改革が進まない場合には、JVの終了後には解散・清算に進む可能性もある。その場合には、「①計画的解散案」と同じく混乱は少ないと思われるが、指定管理者の応募者がいない公の施設の場合には下関市による直営となる可能性もある。
　　　　イ）施設管理等に関するノウハウと人材の流出に伴う市民サービスの低下
　　　　　　　JVにより管理運営を行う公の施設においては、施設運営の専門企業が主導して管理運営を行い、管理運営のノウハウを発揮することにより施設の効用は上がり、市民サービスについても向上することが見込まれる。また、当該公の施設以外の施設についても、管理公社においてノウハウの共有化を図ることにより、市民サービスの維持・向上が見込まれる。しかし、ノウハウの会得、組織的な実践ができず、改革が進まずJVが終了した場合には、「①計画的解散案」と同じく一部の公の施設において市民サービスが著しく低下する可能性もある。
　　　　ウ）退職手当の財源不足

　　　　　　　退職手当の財源不足については、施設運営の専門企業と連携し、経営や管理運営のノウハウ等を得て改革を行ったとしても直ぐに解消できるものではなく、必要となる金額を内部留保するためには長い期間をかけて確保していくことになる。

実際に現場で専門企業のノウハウ等に接することにより、管理公社が採算性を保ち、指定管理者の選定に勝ち抜ける体制となれば、退職手当を一時期に支払う必要性はなくなり、時間をかけて内部留保を増加させることが可能と考える。しかし、ノウハウの会得、組織的な実践ができず、改革が進まずJVが終了した場合には、解散・清算に進み、退職手当の支払いが必要となり、退職手当の財源不足という問題が起こる可能性もある。
下関市の主導による解散・清算ではないため、退職手当の支給は管理公社の自助努力により行われるべきであるが、仮に下関市が、不足する退職手当の財源を負担することになったときは、「②改革なしで存続案」と同様に、経営悪化を原因として、内部留保を全て費消した状態であれば152,225千円（平成24年度末時点で職員全員が退職した場合に必要となる退職手当額）程度の支出が必要となることが想定される。
　　　　エ）職員の再就職
　　　　　　　JVにより管理運営を行う公の施設においては、専門企業の人件費と利益を捻出するためと、必然的に職員等が余剰となることから、雇用調整が必要となることが見込まれる。その規模は、大きな規模ではなく影響は中程度と想定する。改革が進まず解散・精算する場合には、再就職先の斡旋活動等の側面支援が必要となる可能性もある。
　　　　オ）まとめ
　　　　　　　以上のように、施設運営の専門企業とのJV等で連携し、改革を進める方法は、両刃の剣であり、リスクの高い方法である。連携の内容次第では、管理公社が専門企業の実質的な傘下に入る可能性がある。特に、相手方の専門企業が、指定管理者事業について全国的・野心的な展開を図ろうとしている場合には、強力なライバルを作ることになる。管理公社が、組織の存続を図るために、大幅な雇用調整、経費節減などを行ったとしても、JV終了後には強力なライバルの出現により、指定管理料が高い施設や利用料金制の施設での指定管理者の選定に敗れ、完全に存続が不可能な状況に陥ることも予測される。
（８）費用対効果を踏まえ、再生が最善であることの理由
　　　　上記（７）で管理公社の５つの選択肢について検討した結果を表にまとめると次頁のとおりとなる。
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　　ア）財政支出の最小限化の観点から

　　　　　本来、管理公社の抜本的な改革は自助努力で行うべきである。下関市の財政支出を最小限とするには、退職手当及び管理運営のノウハウ、経営改革の支援の費用を支出しないことである。この観点から妥当な案は⑤→④→②→③→①の順となる。
　　　

　　イ）抜本的な改革の実現可能性の観点から

　　　　　管理公社が抜本的な改革をする意思がないとき、下関市又は管理公社が抜本的な改革の効果が全く見込めないと判断するときは、①計画的な解散案によることになる。

　　　　　抜本的な改革の実現可能性の観点からは、③→⑤→④→②の順で実現可能性がある。

　　ウ）指定管理者の再選定時の混乱、優れたノウハウと人材の流出、市民サービスの変化、雇用問題の観点から

　　　　　年度途中に一部の施設で業務不能となる可能性がある②と④は市民サービスの影響度が最も高いので妥当ではない。③と⑤が妥当である。

　　エ）総合的な判断

　　　　　管理公社が抜本的な改革をする意思がないとき、下関市又は管理公社が抜本的な改革の効果が全く見込めないと判断するときは、①計画的な解散案によることになる。
　　　　　管理公社の存続意義と採算性の観点から、管理公社は存続可能であると判断されるため、③と⑤が選択肢として残る。財政支出の最小限化の観点及び抜本的な改革の実現可能性の観点からは⑤が③より優れている。

　　　　　しかし、⑤では、連携する専門企業の人件費と利益を捻出するため、中程度の雇用調整が必要となる。管理公社が実質的に専門企業の傘下に入った場合、民間企業の経営論理で判断されるため、管理公社の暫定的な役割、補完的な役割及び採算性は低いが公益上必要な公の施設を管理運営する役割を期待することはできなくなると考えられる。

　　　　　よって、財政支出の最小限化の観点、抜本的な改革の実現可能性の観点、雇用問題の程度、公益上の役割等を総合的に比較考量した結果、③が⑤より優れている。

　　　　　現時点で取りうる選択肢の中では、③総務省の通知に沿った抜本的な改革案が最も望ましいと考える。

４．管理公社による抜本的な改革

１）抜本的な改革の期限
　　　　経営検討委員会の答申では、管理公社への提言として、「下関市が作成する改革プランも組み入れて、概ね6カ月以内には管理公社自らが抜本的改革を実施するための改革実施計画を策定し、速やかに実行する必要があり、遅くとも平成26年度末までには管理公社改革を完了させるべきである。」と示されている。
　　　　また、下関市への提言として、「抜本的改革を円滑、かつ確実に実施するために、下関市は現時点で、管理公社が実施している事業については、抜本的改革の実施の完了期限である平成26年度末までは、現状通り維持させるよう特別な配慮をする必要があると考える。しかし、改革は早期に、かつ確実に実施されるべきであり、改革の猶予期間として設けられた平成26年度末までに抜本的改革が完了しない場合や、管理公社での抜本的改革が困難と判断した場合には、管理公社に対する特別の配慮は廃止すべきであり、以後、管理公社は自主・独立した組織として運営されるべきものと考える。」さらに、「抜本的改革の実行は、早ければ早いほどよい。実行完了の期限が平成26年度末であることは、繰り返し言及しているとおりである。時間的余裕は全くない。」と示されている。
　　　　管理公社の抜本的な改革は早期に実施すべきであるが、改革の項目の中には時間のかかるものもある。ただし、改革の期間をあまりに長期間とした場合は、危機意識と改革意識が薄れ、改革が不十分又は結果的に実施されない恐れもある。

また、下関市では、現在、多くの公の施設で2回目の指定管理者の選定を終え、平成27年度に3回目の選定を迎える予定となっており、管理公社が実施している指定管理者事業のうち8事業についても、選定が行われる予定である。管理公社では、次回の指定管理者の選定までに抜本的な改革を完了させ、公益性の向上、経営基盤の安定化、事業の専門化、効率化、市民サービスの向上を図り、指定管理者の選定に勝ち抜ける必要がある。
以上のことから、下関市は、経営検討委員会と同様に、管理公社での抜本的な改革は平成26年度末までに完了させるべきと考える。

２）平成26年度末までに達成すべき目標

①公益性の向上と市民サービスの向上
（より良いサービスを、より安く、より多くの人に）
　　　　ア）各事業所で利用者アンケート等を実施し、市民、利用者及び所管課のニーズの把握や掘起こしに努め、サービス向上を図る。

　　　　イ）下関市の施策に対応した事業の実施に努め、指定管理者制度におけるモニタリングで前年度以上の評価を得る。
　　　　ウ）管理運営する施設において、特産品、農産物の販売や、地域に根差した自主事業の開催などにより地域振興を図る。
　　　　
　　　②競争力の向上による経営基盤の安定化
ア）３つの受託事業を失注した場合や、本社賃借料分を支払いしても事業活動収支差額の黒字（経常黒字）が継続する体制を確立する。

イ）下関市から発注される事業について、管理公社の経営戦略、競争戦略の範囲内で、委託料を市のシーリングに合わせて削減しても事業収支差額が黒字（経常黒字）となる体制を作る。
ウ）人材育成、人材活用、投資、研究開発、退職手当の財源となる資金を内部留保できる体制を作る。

エ）平成27年度に実施される指定管理者の選定に勝ち抜ける体制を作る。

オ）下関市以外の公共団体からの業務の受注を新規開拓する。
カ）定款を変更し、民間の事業についても受注できる体制を作る。
　　　③改革への意識改革と行動改革

　　　　ア）役員及び職員全員が、職場を守るのは自分自身であるという意識を持ち、そのためには改革が必要不可欠であるという意識を共有し、行動改革につなげる。

　　　　イ）継続して実施することの重要性を認識し、目標に向けて進み続ける強い意志を持つ。

　　　④事業の専門化・効率化と現場力の強化
　　　　ア）組織、事業の見直しにより、採算性を念頭に置いた適正な職員配置を実施する。

　　　　イ）業務の標準化・マニュアル作成等により作業の効率化を図る。
　　　　ウ）各施設での自主事業や企画プランを企画開発し、実行する。

　　　　エ）管理運営に特化した特別な研修の実施や、施設の管理運営の専門家の有効活用を図る。
　　　　オ）管理運営等のノウハウを蓄積・共有化・活用・高度化・継承し日常業務に反映させる。

　　　　カ）インターネットやパブリシティーの活用により、管理公社独自の広報活動を図る。

　　　　キ）本社と現場が、それぞれ果たすべきミッション（使命）を明確にし、緊密なコミュニケーションを図り、それぞれの機能強化を図る。

　　　　ク）現場での小さな改善の積み重ねが大きな改革へ繋がることを職員に周知し、実践させる。

　　　⑤経営体制の強化
　　　　ア）役員が強い意欲を持って経営に当たり、信念と指導力をもって管理公社の抜本的な改革を断行する。

イ）受け身的な経営姿勢を払拭し、経営理念に基づいた経営計画を策定する。

ウ）役員の経営力を高め、必要に応じて外部専門家の役員への登用などの活用を検討する。
　　　　
３）改革実施計画の策定

　　　　経営理念、経営戦略を明確にし目標を達成するために、平成25年7月までに骨子等を定め、その後、段階的に改革実施計画を策定する。改革の最終目標は、漠然としたイメージではなく、明確な数値目標とすることが必要である。
経営理念、経営戦略とともに改革実施計画を全職員に周知し、役員のみならず全職員が改革の必要性を意識し、職員一丸となって改革を成し遂げる。
４）事業、財務等に関するシミュレーションの実施等
　　　　現状維持の財務シミュレーション及び事業別等の収支分析を行い、改革実施計画に基づいた目標となる財務計画（損益計画、資金計画）と事業別の収支改善計画を策定する。収益と費用についてきめ細かい徹底的な見直しを行い、適正な利益を確保し、安定的な経営基盤を作る。

５）具体的な方策・見直し内容の例示
上記（２）に示した目標を達成するためには、現状の経営状況と目標とのギャップを埋めることが必要である。そのためには、次に例示するような実務レベルでの見直しも重要であり、これらを改革実施計画に反映させることが必要である。

　　　①収入の増加

ア）利用促進に係る事業立案、誘客活動を実施し、利用者増加を図る。

　　　　イ）売店事業において、利用者のニーズを把握し、新規商品の販売の検討など、販売促進を図る。

　　　　ウ）指定管理施設における利用者ニーズを把握し、新規事業（自主事業）を実施し、利用者の増加と事業収入の増加を図る。
　　　　エ）売上げを単価×数量に分解し、単価を引き上げる方策及び数量を増加させる方策を、事業別又は主要顧客などごとに細かい分析を行い、それぞれの方策を検討する。
　　　②費用の削減

　　　　ア）コスト意識の徹底、現場からの改善取り組みなどにより、低コストで良質なサービスの提供を効率的・効果的に行う。

イ）仕入れ原価の見直しにより費用の削減を徹底して行う。

ウ）外部委託業務の内製化により費用の削減を徹底して行う。

　　　　エ）基本給及び能力給などの給与体系並びに退職手当の大幅な見直しを行う。

　　　　オ）組織、事業の見直しによる職員数の削減と職員構成の変更を行う。事業量、委託料から逆算して必要な人員の絞り込みを行う。
カ）早期退職勧奨を積極的に行う。

　　　キ）業務の標準化・マニュアル作成等により作業の効率化を図り、日々の業務の改善に役立てる。
合わせて有期雇用職員及び日々雇用職員を活用し、人件費総額の削減を行う。

　　　　ク）発注者（所管課）と協議の上、複数の事業所を一括管理するなどの手法を検討する。
　　

③経営力の強化

　　　　ア）役員は強いリーダーシップを発揮し、抜本的な改革を断行する。　　　　

イ）役員は自立的で責任ある経営を展開するため、経営戦略の立案と経営分析を的確に行うとともに、経営戦略を実現するために現場で必要となる活動方針を明確に示す。

ウ）自らの意思により将来を見据えた事業を展開するために、明確な経営理念を持ち、設立目的の達成に向けて組織運営を行う。

　　　　エ）セルフモニタリングを活用し、業務改善による経営基盤の改善を図るとともに、下関市及び市民に対する説明責任が果たせる体制を作る。

　　　　オ）責任者会議等を活用し、経営トップと事業所責任者との円滑なコミュニケーションを図る。

　　　　カ）責任者会議等で各事業所での問題点・課題について協議し、管理公社全体の問題として捉え、改善策を検討する。

　　　キ）外部専門家を活用し、役員の意識改革及び全職員に改革の必要性を浸透させるとともに、管理運営の専門的ノウハウを獲得し、研修等により組織的に共有する。

　　　　　　

　　　④営業力の強化

　　　　ア）経営計画に基づいた売上高・利益達成のため、各事業所での目標を設定する。

イ）職員各人に目標を設定させ、達成責任（意欲）の育成を図る。

ウ）各事業におけるセールスポイントを明確にし、他の事業への活用・展開を検討する。

　　　エ）指定管理者の選定時の敗因・勝因を分析し、今後の対応策を検討する。次回の指定管理者の選定に勝ち抜く体制を作る。

オ）新規事業獲得のため、県内の国、山口県、下関市以外の地方公共団体の公の施設について指定管理者の公募に対し積極的に営業活動をし、応募する。
カ）ホームページを充実させ、施設及び管理公社の市民への認知度を高める。
　　　

　　⑤市民・利用者への対応

ア）選択と集中の観点から、効果的な人員配置を行い、発注者である下関市の良きパートナーとして、真の顧客である市民へのサービスの充実を図り、市民の福利厚生の向上に寄与する。

　　　　イ）利用者アンケート等の収集と検討を行い、ニーズの把握に努め、業務の改善と新規事業の開発に役立てる。
ウ）市民・利用者のニーズを把握し、その情報を発注者である下関市に対して伝えるとともに、改善提案を行い、改善の実施に向けた取組みを行う。

　　　エ）市民・利用者のニーズを把握し、その情報を責任者会議を通じて、全社的に周知し、各事業所での活用・応用を検討する。
オ）施設の清掃、点検について、標準となるレベルを定めて、定期的　　に責任者、本社責任者による確認を行う。

カ）おもてなしの心をもって市民・利用者に接し、良質なサービスを提供することにより、管理公社職員によるサービス提供水準が高いことを顧客にアピールする。顧客から継続して管理公社からのサービス提供を受けたいと思ってもらえるように努める。
　　

⑥新規事業開発等
ア）現場での業務改善に合わせて、常に新規事業プラン、イベント開催、新メニューの開発などの可能性を模索し、経営トップは現場での意見を取り入れ、その実現性等について十分に検討し、意見の活用を図る。

イ）競合他社での事業実施状況を調査・研究し、管理公社での導入・実施について検討する。

⑦人事・労務の改革
　　　　ア）人材育成に注力し、職員が自ら問題意識を持ち、常に業務や職場の改善を推進して行く環境を作る。
イ）計画的な人事ローテーションを行い、各事業所でのノウハウを他の事業所でも活用できるよう検討する。
ウ）人材育成の基本方針と人材育成計画を策定し、公の施設の管理運営など各事業に特化した研修を実施する。
エ）業績評価の導入と能力給への反映を実施し、若い職員にやる気を起こさせる給料体系とする。合わせて就業規則の見直しを行う。
オ）退職手当の大幅な見直しを行う。

カ）事業運営の高度な経験を有する者の採用や、外部専門家による社内研修を実施する。
キ）１人１資格制度を導入し、職員全員に業務に必要な資格を取得させる。このことにより、新規事業獲得の際に、資格者、責任者としての配置が可能となる。

ク）2年間で10人程度の雇用調整を行う。削減対象となった10人について、雇用調整が困難な場合は、他の公共団体や近隣の自治体での仕事の獲得のため営業活動又は新規事業獲得のための企画立案業務に従事する。

　　⑧内部留保の蓄積

ア）剰余金を内部留保することにより、経費削減等の事業努力の結果を反映させ、動機付けに役立てる。

　　　イ）人材育成、人材活用、投資、研究開発のため、また不足する退職手当の財源確保のために実費精算方式を廃止し、内部留保できる体制とする。

６）改革のスケジュール（案）
このスケジュール（案）を参考に、管理公社で改革実施計画のスケジュールを策定する。
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５．下関市による公的支援のあり方
１）公的支援の考え方

総務省の通知では、「原則として公的支援は、公共性、公益性を勘案した上で、その性質上当該法人の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当該法人の事業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費に限られるものであり、単なる赤字補てんを目的とした公的支援は行うべきではない。また、公的支援を行う場合は、あらかじめ地方公共団体と法人の間でその考え方を取り決めておくことが適当である。」と示されている。
また、「特別な理由があるとき以外は、損失補償は行うべきではなく、反復かつ継続的な短期貸付の見直し、債務履行義務が確定したときに備えた所要の引当金相当額の基金積立て、長による私人の立場での保証は避けるべきである。」とされている。
下関市による公的支援のあり方は、総務省の通知に沿って行われるべきである。
２）下関市の公的支援等
　　　①下関市の公的支援等
　　　　「（７）管理公社の抜本的処理策の５つの選択肢」（P51）で検討したとおり、管理公社の自助努力による抜本的な改革は非常に困難であり、かえって下関市の負担が増大する可能性がある。
　　　　　下関市としては、期限を切って総務省の通知に沿って、管理公社が抜本的な改革をするときに限り、公的支援を行うことが適当である。

　　　　　ただし、管理公社独自の改革の場合や、民間企業と連携して改革の場合は、改革の前提として、受託事業における随意契約の継続が必要である。
　　　

②公的支援等の期間について
　下関市の公的支援等の期間については、経営検討委員会での答申と同様に、改革の期間である平成26年度末までに限定する。
③公的支援の具体策
下関市の公的支援の具体策としては、例えば抜本的な改革を推進するための補助金の支出などが考えられる。
　これまで、管理公社は実費精算方式により、一般会計に係る事業での剰余金を下関市に返還してきたため内部留保が少ない状況にある。本来であれば、管理公社自身で実施すべきである教育研修に関する事業、管理運営の専門性・ノウハウの改善に関する費用、経営改革に関する費用をねん出することが非常に困難な状況であるため、管理公社自身で実施することができない状況である。

　これらの抜本的な改革の事項は、従前の制度の下では、民間事業者との競争もなく自動的に仕事を受託できていたため、その必要性を検討してこなかった。しかし、指定管理者制度の導入に伴い、民間事業者との競争に勝ち抜かなければ生き残れない状況となり、抜本的な改革の必須事項である。

　公的支援としての補助金の支出については、上記（１）「公的支援の考え方」にあるとおり、公共性、公益性を勘案し、下関市が補助金を支出することの必要性について十分に検討し、また、議会への説明を十分に行った上で行う必要がある。
　上記の、教育研修に関する費用、管理運営の専門性・ノウハウの改善に関する費用、経営改革に関する費用については、現在の管理公社の状況を考えると、当該法人の事業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費に当たるものと考える。
　また、補助金の支出以外で、採算性を保ち、指定管理者の選定に勝ち抜ける体制となるために必要となる公的支援としては、「③期限を切って総務省の通知に沿った抜本的な改革を行い、民間事業者との競争に臨む（＝総務省通知に沿った抜本的な改革案）の検討」（P57）で述べたとおり、早急に実費精算方式を廃止することが必要と考える。
６．下関市による管理公社への指導監督等　　
１）経営状況等の把握、監査、定期点検

　　　①経営検討委員会によるモニタリング

　　　　改革プラン及び改革実施計画の実施状況を定期的（６カ月ごとに年２回程度）に点検・評価し、問題点の抽出、改善策の提案など必要な助言を行う。

点検・評価に当たっては、総務省の通知に沿って行うこととする。つまり、抜本的処理策検討の手順の考え方を踏まえ、提供される財・サービスの経済的性格を含めた事業そのものの意義、採算性、事業手法の選択等について、可能な限り広範かつ客観的（比較可能性・将来予測性）な検討を行い、最終的な費用対効果を基に判断を行うこととする。

②総務部総務課によるモニタリング

　　　　　管理公社との連絡調整会議を毎月開催し、改革の進捗状況、売上など財務状況を把握し、必要な助言を行う。

　　　　　財務状況の把握にあたっては財務諸表の適正性の確保が重要であり、平成25年度からは最新の公益法人会計基準（平成20年度基準）が適用されているかを確認する。

　　　　　また、経営環境の変化に対応できるよう、改革プラン及び改革実施計画を柔軟に見直すこととする。

　　　

　　　③監査等の活用
必要に応じて、地方自治法に規定される出資法人に対する監査及び外部監査制度等を活用するなどにより、管理公社の経営の実態を把握し、監査結果については議会・市民に対し説明を行うとともに、当該監査結果を踏まえた措置を速やかに講じる。

④管理公社による自己点検
経営検討委員会又は下関市の実施するモニタリングに先立ち、管理公社自身が自己点検・評価を積極的に行うよう助言・指導する。
　

２）議会への説明と住民への情報公開

　　　①議会への説明

地方公共団体の出資比率が一定割合以上等である第三セクターの経営状況については、議会への報告義務が定められており、経営改革の実施状況や、公的支援の状況、経営諸指標（経常収支比率、流動比率、自己資本比率、有利子負債比率等）の状況等を総合的に勘案して、毎年定期的に議会にその経営状況等を説明することになる。
下関市においては、出資法人等特別調査委員会等において、その説明を行うことになる。

②市民への情報公開
下関市は、管理公社の経営状況等について、インターネット等も活用し、市民に分かりやすく公開するよう積極的に努めるとともに、情報公開制度に基づき、市民等の要請に応じて、情報の提供を行う。
③管理公社による情報公開

下関市は、管理公社に対し、インターネットのウェブページ等により、自ら積極的かつ分かりやすい情報公開を行うよう指導に努める。
　なお、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律により、貸借対照表又はその要旨を公告すること、各事業年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書を主たる事務所に備え置かなければならないこととされている。

３）経営責任の明確化と運営体制
①経営者の職務権限と責任

管理公社の経営は、独立した事業主体として自らの責任で事業が遂行されるものであり、経営者の職務権限や責任を明確にしておく必要がある。
　　　②経営者の責任追及に対する認識
　　　　　経営者は、その任務懈怠により将来的に経営が困難な状況に陥り、管理公社の事業の整理（売却・清算）又は再生を行うこととなった場合等にあっては、民事上の責任追及（善管注意義務違反、忠実義務違反、不法行為責任等に係る損害賠償請求訴訟）や刑事上の責任追及（刑事告訴）が問われることもあることについて十分に認識しておく必要がある。

　　　③役職員の選任

役職員の選任については、職務権限や責任にふさわしい人材を民間も含めて広く求めることが適当であり、民間の経営ノウハウを有する人材が積極的に登用されるよう努めるとともに、管理公社の事業内容の関係で、地方公共団体の長等が役員に就任する場合にあっては、その職責を十分果たし得るのか検討した上で就任する必要がある。

　　　④下関市職員の派遣

下関市の職員を派遣する場合は、「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」（平成１２年法律第５０号）等を踏まえ、適切に対応する必要がある。
⑤不断の見直し
「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通知）、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）及び「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成１８年８月３１日付け総務事務次官通知）を踏まえ、役職員の数及び給与の見直し、組織機構のスリム化等に不断に取り組む必要がある。
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